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(57)【要約】
フォトン利用の非侵襲的外科手術システムであり、ＭＲ
Ｉ装置などの画像形成装置と、少なくとも２つのビーム
発生器とを備えており、それらビーム発生器は、処置対
象者の体内の標的にエネルギを供給するための複数本の
エネルギビームを発生し、それら複数本のエネルギビー
ムが１箇所で交差するようにしてある。このシステムは
更に、複数本のエネルギビームが処置対象者の身体を透
過して進行する際に発生すると予測されるビーム偏向と
、予測したビーム偏向が発生したならばその結果として
形成されるはずのビーム経路とを事前算出するフィード
フォワード制御手段と、前記画像形成装置により収集さ
れる情報を取得して利用するフィードバック制御手段と
を備えている。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　フォトン利用の非侵襲的外科手術システムにおいて、
　画像形成装置を備えており、該画像形成装置は、処置対象者の身体の画像を撮像して体
内構造についての情報を提供し、
　少なくとも２つのビーム発生器を備えており、それらビーム発生器は複数本のエネルギ
ビームを発生し、それらエネルギビームは処置対象者の体内の標的にエネルギを供給する
ためのビームであり、
　前記複数本のエネルギビームが１箇所で交差するようにしてあり、
　フィードフォワード制御手段を備えており、該フィードフォワード制御手段は、前記複
数本のエネルギビームが処置対象者の身体を透過して進行する際に発生すると予測される
ビーム偏向と、予測したビーム偏向が発生したならばその結果として形成されるはずのビ
ーム経路とを事前算出し、
　フィードバック制御手段を備えており、該フィードバック制御手段は、前記画像形成装
置により収集される情報に関して動作するものであり、
　前記フィードフォワード制御手段と前記フィードバック制御手段とは、互いに一体化し
て機能するようにしてある、
　ことを特徴とするシステム。
【請求項２】
　前記画像形成装置は、磁気共鳴画像形成装置またはコンピュータトモグラフィ装置から
成ることを特徴とする請求項１記載のシステム。
【請求項３】
　前記画像形成装置は、前記磁気共鳴画像形成装置またはコンピュータトモグラフィ装置
の装置内で処置対象者を移動するためのガントリテーブルを含むことを特徴とする請求項
２記載のシステム。
【請求項４】
　前記少なくとも２つのビーム発生器は、互いに同一の種類のエネルギを発生することを
特徴とする請求項１記載のシステム。
【請求項５】
　前記少なくとも２つのビーム発生器は、互いに異なる種類のエネルギを発生することを
特徴とする請求項１記載のシステム。
【請求項６】
　前記複数本のエネルギビームは、放射線エネルギ、超音波エネルギ、及びマイクロ波エ
ネルギを含むことを特徴とする請求項５記載のシステム。
【請求項７】
　前記標的は、例えば癌細胞などの特定の細胞から成るか、または、非癌細胞を含む細胞
群から成ることを特徴とする請求項１記載のシステム。
【請求項８】
　前記標的は、前記細胞の中に存在するリソソーム、ミトコンドリア、及びその他の細胞
内小器官を含むことを特徴とする請求項７記載のシステム。
【請求項９】
　前記１箇所は前記標的であることを特徴とする請求項１記載のシステム。
【請求項１０】
　前記フィードフォワード制御手段は、標的計算コンピュータに搭載されたソフトウェア
プログラムを含んでおり、該ソフトウェアプログラムは、標的位置と、処置対象者の身体
の表面、骨、及び腱によって発生すると予測されるビーム偏向と、標的特定のためのラン
ドマークと、標的寸法と、標的上の最適ビーム径と、標的から逆算したビーム径路と、回
折角と、屈折角と、ビーム散乱量と、標的上の必要ビーム強度と、ビーム径路上の吸収率
または減衰率と、ビーム径路上のエネルギ損失と、必要初期ビーム強度と、ビーム発生器
上の必要ビーム径と、必要ビーム本数と、ガントリロボット位置と、個々のビーム発生器
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に対応したロボットアーム位置と、所定自由度の予測される移動と、処置対象者の移動範
囲と、処置対象者の移動サイクルと、移相量と、ビーム発射順序とを事前算出するもので
あることを特徴とする請求項１記載のシステム。
【請求項１１】
　フォトン利用の非侵襲的外科手術システムにおいて、
　画像形成装置を備えており、該画像形成装置は、処置対象者の身体の画像を撮像して体
内構造についての情報を提供し、
　少なくとも２つのビーム発生器を備えており、それらビーム発生器は複数本のエネルギ
ビームを発生し、それらエネルギビームはビーム径路に沿って進行して処置対象者の体内
の標的にエネルギを供給するためのビームであり、
　前記複数本のエネルギビームが１箇所で交差するようにしてあり、
　前記複数本のエネルギビームは、前記ビーム径路に沿って進行して互いに異なる種類の
エネルギを供給するためのビームであり、
　フィードフォワード制御手段を備えており、該フィードフォワード制御手段は、前記複
数本のエネルギビームが処置対象者の身体を透過して進行する際に発生すると予測される
ビーム偏向と、予測したビーム偏向が発生したならばその結果として形成されるはずのビ
ーム径路とを事前算出し、
　フィードバック制御手段を備えており、該フィードバック制御手段は、前記画像形成装
置により収集される情報に関して動作するものである、
　ことを特徴とするシステム。
【請求項１２】
　前記画像形成装置は、磁気共鳴画像形成装置またはコンピュータトモグラフィ装置から
成ることを特徴とする請求項１１記載のシステム。
【請求項１３】
　前記画像形成装置は、前記磁気共鳴画像形成装置またはコンピュータトモグラフィ装置
の装置内で処置対象者を移動するためのガントリテーブルを含むことを特徴とする請求項
１２記載のシステム。
【請求項１４】
　前記少なくとも２つのビーム発生器は、互いに同一の種類のエネルギを発生することを
特徴とする請求項１１記載のシステム。
【請求項１５】
　前記少なくとも２つのビーム発生器は、互いに異なる種類のエネルギを発生することを
特徴とする請求項１１記載のシステム。
【請求項１６】
　前記複数本のエネルギビームは、放射線エネルギ、超音波エネルギ、及びマイクロ波エ
ネルギを含むことを特徴とする請求項１５記載のシステム。
【請求項１７】
　前記標的は、例えば癌細胞などの特定の細胞から成るか、または、非癌細胞を含む細胞
群から成ることを特徴とする請求項１１記載のシステム。
【請求項１８】
　前記標的は、前記細胞の中に存在するリソソーム、ミトコンドリア、及びその他の細胞
内小器官を含むことを特徴とする請求項１７記載のシステム。
【請求項１９】
　前記１箇所は前記標的であることを特徴とする請求項１１記載のシステム。
【請求項２０】
　前記フィードフォワード制御手段は、標的計算コンピュータに搭載されたソフトウェア
プログラムを含んでおり、該ソフトウェアプログラムは、標的位置と、処置対象者の身体
の表面、骨、及び腱によって発生すると予測されるビーム偏向と、標的特定のためのラン
ドマークと、標的寸法と、標的上の最適ビーム径と、標的から逆算したビーム径路と、回
折角と、屈折角と、ビーム散乱量と、標的上の必要ビーム強度と、ビーム径路上の吸収率
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または減衰率と、ビーム径路上のエネルギ損失と、必要初期ビーム強度と、ビーム発生器
上の必要ビーム径と、必要ビーム本数と、ガントリロボット位置と、個々のビーム発生器
に対応したロボットアーム位置と、所定自由度の予測される移動と、処置対象者の移動範
囲と、処置対象者の移動サイクルと、移相量と、ビーム発射順序とを事前算出するもので
あることを特徴とする請求項１１記載のシステム。
【請求項２１】
　フォトン利用の非侵襲的外科手術システムにおいて、
　画像形成装置を備えており、該画像形成装置は、処置対象者の身体の画像を撮像して体
内構造についての情報を提供し、
　少なくとも２つのビーム発生器を備えており、それらビーム発生器は複数本のエネルギ
ビームを発生し、それらエネルギビームは処置対象者の体内の標的にエネルギを供給する
ためのビームであり、
　前記複数本のエネルギビームが１箇所で交差するようにしてあり、
　フィードフォワード制御手段を備えており、該フィードフォワード制御手段は、前記複
数本のエネルギビームが処置対象者の身体を透過して進行する際に発生すると予測される
ビーム偏向と、予測したビーム偏向が発生したならばその結果として形成されるはずのビ
ーム経路とを事前算出し、
　フィードバック制御手段を備えており、該フィードバック制御手段は、前記画像形成装
置により収集される情報に関して動作するものであり、
　前記標的に付着しまたは前記標的の中に入れられた複数のナノ粒子を備えている、
　ことを特徴とするシステム。
【請求項２２】
　前記画像形成装置は、磁気共鳴画像形成装置またはコンピュータトモグラフィ装置から
成ることを特徴とする請求項２１記載のシステム。
【請求項２３】
　前記画像形成装置は、前記磁気共鳴画像形成装置またはコンピュータトモグラフィ装置
の装置内で処置対象者を移動するためのガントリテーブルを含むことを特徴とする請求項
２２記載のシステム。
【請求項２４】
　前記少なくとも２つのビーム発生器は、互いに同一の種類のエネルギを発生することを
特徴とする請求項２１記載のシステム。
【請求項２５】
　前記少なくとも２つのビーム発生器は、互いに異なる種類のエネルギを発生することを
特徴とする請求項２１記載のシステム。
【請求項２６】
　前記複数本のエネルギビームは、放射線エネルギ、超音波エネルギ、及びマイクロ波エ
ネルギを含むことを特徴とする請求項２５記載のシステム。
【請求項２７】
　前記標的は、例えば癌細胞などの特定の細胞から成るか、または、非癌細胞を含む細胞
群から成ることを特徴とする請求項２１記載のシステム。
【請求項２８】
　前記標的は、前記細胞の中に存在するリソソーム、ミトコンドリア、及びその他の細胞
内小器官を含むことを特徴とする請求項２７記載のシステム。
【請求項２９】
　前記１箇所は前記標的であることを特徴とする請求項２１記載のシステム。
【請求項３０】
　前記フィードフォワード制御手段は、標的計算コンピュータに搭載されたソフトウェア
プログラムを含んでおり、該ソフトウェアプログラムは、標的位置と、処置対象者の身体
の表面、骨、及び腱によって発生すると予測されるビーム偏向と、標的特定のためのラン
ドマークと、標的寸法と、標的上の最適ビーム径と、標的から逆算したビーム径路と、回
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折角と、屈折角と、ビーム散乱量と、標的上の必要ビーム強度と、ビーム径路上の吸収率
または減衰率と、ビーム径路上のエネルギ損失と、必要初期ビーム強度と、ビーム発生器
上の必要ビーム径と、必要ビーム本数と、ガントリロボット位置と、個々のビーム発生器
に対応したロボットアーム位置と、所定自由度の予測される移動と、処置対象者の移動範
囲と、処置対象者の移動サイクルと、移相量と、ビーム発射順序とを事前算出するもので
あることを特徴とする請求項２１記載のシステム。
【請求項３１】
　前記ナノ粒子は、金粒子、炭素粒子、鉄粒子、磁性材料粒子、複合金属材料粒子、チュ
ーブ状粒子、ボール状粒子、バブル状粒子、スプリング状粒子、コイル状粒子、ロッド状
粒子、及び、それらが組合わさった粒子を含むことを特徴とする請求項２１記載のシステ
ム。
【請求項３２】
　前記フィードフォワード制御手段と前記フィードバック制御手段とは、互いに一体化し
て、または、互いに独立して機能するようにしてあることを特徴とする請求項２１記載の
システム。
【請求項３３】
　前記ナノ粒子は、該ナノ粒子に付着したペプチド、モノクローナル抗体、モノクローナ
ル抗体断片、またはアプタマーによって、標的細胞を標的化する標識とされていることを
特徴とする請求項２１記載のシステム。
【請求項３４】
　前記ナノ粒子は、該ナノ粒子に付着したミトコンドリア標的化ペプチドによって、ミト
コンドリアを標識化する標識とされていることを特徴とする請求項２１記載のシステム。
【請求項３５】
　前記ビーム径路は、個々の処置対象者の適用条件に自動的に適合させるための許容誤差
を見込んで規定されることを特徴とする請求項３０記載のシステム。
【請求項３６】
　フォトン利用の非侵襲的外科手術システムにおいて、
　画像形成装置を備えており、該画像形成装置は、処置対象者の身体の画像を撮像して体
内構造についての情報を提供し、
　少なくとも１つのビーム発生器を備えており、該ビーム発生器は複数本のエネルギビー
ムを発生し、それらエネルギビームは処置対象者の体内の標的にエネルギを供給するため
のビームであり、
　前記少なくとも１つのビーム発生器は、該ビーム発生器から射出するエネルギビームに
処理を施すためのビームプロセッサを備えており、
　前記複数本のエネルギビームが１箇所で交差するようにしてあり、
　フィードフォワード制御手段を備えており、該フィードフォワード制御手段は、前記複
数本のエネルギビームが処置対象者の身体を透過して進行する際に発生すると予測される
ビーム偏向と、予測したビーム偏向が発生したならばその結果として形成されるはずのビ
ーム経路とを事前算出し、
　フィードバック制御手段を備えており、該フィードバック制御手段は、前記画像形成装
置により収集される情報に関して動作するものであり、
　前記標的に付着しまたは前記標的の中に入れられた複数のナノ粒子を備えている、
　ことを特徴とするシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の言及：　本願は、米国仮特許出願第６０／９７６６９９号（２００７年１０月
１日付けで米国特許庁に出願）、米国仮特許出願第６０／９８２５４２号（２００７年１
０月１５日付けで米国特許庁に出願）、及び米国仮特許出願第６１／０２１９４１号（２
００位年１月１８日付けで米国特許庁に出願）に基づく優先権を主張するものであり、ま
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た更に、米国仮特許出願第６０／９５４３６４号（２００７年８月７日付け出願）の開示
内容を包含するものである。
【０００２】
連邦主催の研究又は開発に関する言明：　本願は、２００８年８月５日付け研究補助金交
付申請書により米国国立衛生研究所に研究助成金の交付を申請し、交付決定第００４９９
９４５号により研究助成金（ＣＦＤＡ検索番号第９３．３９４号）の交付を受けた研究の
主題に関するものである。尚、同研究補助金交付申請書の開示内容はこの言及をもって本
願開示に組込まれたものとする。
【０００３】
共同研究契約者の名前：　第三者との間で締結された共同研究契約などは一切存在してい
ない。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ＭＲＩ装置とビーム発生器とを用いた癌治療システムが公知となっている。しかしなが
ら、在来のその種の癌治療システムの多くは、治療対象の癌組織の周囲に存在する健康な
組織にもダメージを及ぼすものであった。本願に記載するシステムは、在来の癌治療シス
テムを改良して、特に、癌組織の周囲領域に存在する健康な組織に及ぼすダメージを極力
低減しつつ、標的組織をより確実に死滅させることを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の１つの実施の形態は、フォトン利用の非侵襲的外科手術システムに関するもの
であり、このシステムは画像形成装置を備えており、該画像形成装置は、処置対象者の身
体の画像を撮像して体内構造についての情報を提供する。また、このシステムは少なくと
も２つのビーム発生器を備えており、それらビーム発生器は複数本のエネルギビームを発
生し、それらエネルギビームは処置対象者の体内の標的にエネルギを供給するためのビー
ムである。そして、前記複数本のエネルギビームが１箇所で交差するようにしてある。ま
た、このシステムはフィードフォワード制御手段を備えており、該フィードフォワード制
御手段は、前記複数本のエネルギビームが処置対象者の身体を透過して進行する際に発生
すると予測されるビーム偏向と、予測したビーム偏向が発生したならばその結果として形
成されるはずのビーム経路とを事前算出する。また、このシステムはフィードバック制御
手段を備えており、該フィードバック制御手段は、前記画像形成装置により収集される情
報に関して動作するものである。そして、前記フィードフォワード制御手段と前記フィー
ドバック制御手段とは、互いに一体化して機能するようにしてある。
【０００６】
　本発明の別の実施の形態は、フォトン利用の非侵襲的外科手術システムに関するもので
あり、このシステムは画像形成装置を備えており、該画像形成装置は、処置対象者の身体
の画像を撮像して体内構造についての情報を提供する。また、このシステムは少なくとも
２つのビーム発生器を備えており、それらビーム発生器は複数本のエネルギビームを発生
し、それらエネルギビームはビーム径路に沿って進行して処置対象者の体内の標的にエネ
ルギを供給するためのビームである。そして、前記複数本のエネルギビームが１箇所で交
差するようにしてある。また更に、前記複数本のエネルギビームは、前記ビーム径路に沿
って進行して互いに異なる種類のエネルギを供給するためのビームである。また、このシ
ステムはフィードフォワード制御手段を備えており、該フィードフォワード制御手段は、
前記複数本のエネルギビームが処置対象者の身体を透過して進行する際に発生すると予測
されるビーム偏向と、予測したビーム偏向が発生したならばその結果として形成されるは
ずのビーム経路とを事前算出する。また、このシステムはフィードバック制御手段を備え
ており、該フィードバック制御手段は、前記画像形成装置により収集される情報に関して
動作するものである。
【０００７】
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　本発明の更に別の実施の形態は、フォトン利用の非侵襲的外科手術システムに関するも
のであり、このシステムは画像形成装置を備えており、該画像形成装置は、処置対象者の
身体の画像を撮像して体内構造についての情報を提供する。また、このシステムは少なく
とも２つのビーム発生器を備えており、それらビーム発生器は複数本のエネルギビームを
発生し、それらエネルギビームは処置対象者の体内の標的にエネルギを供給するためのビ
ームである。そして、前記複数本のエネルギビームが１箇所で交差するようにしてある。
また、このシステムはフィードフォワード制御手段を備えており、該フィードフォワード
制御手段は、前記複数本のエネルギビームが処置対象者の身体を透過して進行する際に発
生すると予測されるビーム偏向と、予測したビーム偏向が発生したならばその結果として
形成されるはずのビーム経路とを事前算出する。また、このシステムはフィードバック制
御手段を備えており、該フィードバック制御手段は、前記画像形成装置により収集される
情報に関して動作するものである。また、このシステムは前記標的に付着しまたは前記標
的の中に入れられた複数のナノ粒子を備えている。
【０００８】
　本発明の更に別の実施の形態は、フォトン利用の非侵襲的外科手術システムに関するも
のである。このシステムは画像形成装置を備えており、該画像形成装置は、処置対象者の
身体の画像を撮像して体内構造についての情報を提供する。また、このシステムは少なく
とも１つのビーム発生器を備えており、該ビーム発生器は複数本のエネルギビームを発生
し、それらエネルギビームは処置対象者の体内の標的にエネルギを供給するためのビーム
である。少なくとも１つのビーム発生器は、該ビーム発生器から射出するエネルギビーム
に処理を施すためのビームプロセッサを備えている。そして、前記複数本のエネルギビー
ムが１箇所で交差するようにしてある。また、このシステムは更にフィードフォワード制
御手段を備えており、該フィードフォワード制御手段は、前記複数本のエネルギビームが
処置対象者の身体を透過して進行する際に発生すると予測されるビーム偏向と、予測した
ビーム偏向が発生したならばその結果として形成されるはずのビーム経路とを事前算出す
る。また、このシステムはフィードバック制御手段を備えており、該フィードバック制御
手段は、前記画像形成装置により収集される情報に関して動作するものである。また、こ
のシステムは前記標的に付着しまたは前記標的の中に入れられた複数のナノ粒子を備えて
いる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１Ａ】ＭＲＩ装置の正面図である。
【図１Ｂ】ＭＲＩ装置の側面図である。
【図２】本発明の１つの実施の形態の特徴を示したシステムブロック図である。
【図３Ａ】ビーム発生器を示すと共に、ビームが皮膚表面に入射するときのビームの偏向
（屈折）を示した図である。
【図３Ｂ】ビームの入射角、屈折角、及び散乱角を示した拡大図である。
【図４】ビーム発生器を示すと共に、ビームが処置対象者の皮膚、骨、及び腱を通過して
標的細胞に達するときのビームの屈折を示した図である。
【図５】本発明の実施の形態において４通りのエネルギビームを用いるときの、エネルギ
量、エネルギ勾配、エネルギ吸収率、及び細胞死率の、４つのパラメータの値を示したグ
ラフである。
【図６】３次元空間における４本の電磁波ビームを示した図である。
【図７Ａ】３本の円筒形ビームが交差したビーム交差部の形状を示した図である。
【図７Ｂ】３本の円筒形ビームが交差したビーム交差部の形状を示した図である。
【図７Ｃ】６本の円筒形ビームが交差したビーム交差部の形状を示した図である。
【図７Ｄ】６本の円筒形ビームが交差したビーム交差部の形状を示した図である。
【図８Ａ】互いに位相の揃った２つの電磁波を示した図である。
【図８Ｂ】互いに位相の異なる２つの電磁波を示した図である。
【図９Ａ】２本のビームが交差したビーム交差部の形状を示した図である。
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【図９Ｂ】２本のビームが交差したビーム交差部の形状を示した図である。
【図９Ｃ】２本のビームが交差したビーム交差部の形状を示した図である。
【図９Ｄ】３本のビームが交差したビーム交差部の形状を示した図である。
【図１０】電磁波を示した図である。
【図１１】３本の効力曲線を示したグラフであり、それら効力曲線は夫々、エネルギビー
ムを３本使用し細胞内小器官にナノ粒子を付着させるようにした本発明の実施の形態の効
力（曲線Ａ）、エネルギビームを１本だけ使用し細胞内小器官にナノ粒子を付着させるよ
うにした本発明の本発明の実施の形態の効力（曲線Ｂ）、それに、従来の放射線治療の効
力（曲線Ｃ）を表したものである。
【図１２】ＭＲＩ装置またはＣＴ装置から成る画像スキャナを第１レベルに設置し、それ
より低位のレベルに３台のビーム発生器を設置した、本発明の二階建型の実施の形態を示
した図である。
【図１３】ビーム発生器におけるＸ線ビームを示した図である。
【図１４】本発明の実施の形態における制御シーケンスにおける時系列に従った６つの画
像フレームのうちの１つを示した図である。この制御シーケンスは、ビーム発生器を標的
に対して初期照準合わせしたときの誤差に対処するために、フィードフォワード制御とと
もにフィードバック誤差信号の値に基づいてエネルギビームの位置を調節し、最終的にエ
ネルギビームの位置を標的領域に収束させるものであり、エネルギビームの位置が収束し
たならば、エネルギビームのパルスを発射して標的細胞を破壊する。
【図１５】図１４に示した画像フレームに続く次の画像フレームを示した図である。
【図１６】図１５に示した画像フレームに続く次の画像フレームを示した図である。
【図１７】図１６に示した画像フレームに続く次の画像フレームを示した図である。
【図１８】図１７に示した画像フレームに続く次の画像フレームを示した図である。
【図１９】図１８に示した画像フレームに続く次の画像フレームを示した図である。
【図２０】ビームスプリッタと照準合わせ機構とを組合せた複合機構（ビームプロセッサ
）の実施の形態を示した図であり、図中、ミラー遮蔽洞、前方ミラー群と、導波管集合体
とはビームスプリッタの構成要素であり、後部ミラー群は照準合わせ機構である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本願明細書に記載する本発明の様々な実施の形態はいずれも、癌細胞などの特定の細胞
を標的として、或いは、癌細胞と非癌細胞とを含む細胞群を標的として、その標的に放射
線などのエネルギを供給するシステムを提供するものである。また、それら実施の形態の
説明では、周囲の組織に全く或いは最小限度のダメージしか及ぼさずに特定の細胞または
細胞群にエネルギを供給することのできる、それら実施の形態に組込まれた方法及びエネ
ルギ供給システムについても説明する。
【００１１】
　本願明細書に記載する技術は、それ自体が新機軸を成す技術であるのみならず、更に、
他の様々な技術と組合せることのできる技術でもあり、組合せることのできる技術として
は、例えば、画像形成技術、放射線技術、マイクロ波技術、超音波技術、レーザ技術、ロ
ボット技術、及びその他の様々な技術がある。本発明の実施の形態は、様々な技術の主題
を含むものであり、それら技術としては、例えば、標的捕捉技術、制御技術、エネルギ供
給方式技術、エネルギ供給機構技術、それにシステム統合技術などがある。
【００１２】
　本発明に係る技術の利点を享受し得る分野はヘルスケアのみに限られず、その他の様々
な分野にまで及んでいる。しかしながら、本発明の初期の目的はヘルスケア関連用途であ
る。例えば、本明細書に記載するように、本発明を用いることにより、外科的処置をなん
ら必要とすることなく、体内のあらゆる部位の癌細胞を殲滅することが可能である。この
癌細胞の除去処置は、腫瘍を形成している癌細胞に対して適用される他に、全身に広がっ
た転移癌の癌細胞に対しても適用される。この技術が更に発展することによって、いずれ
は、体内からウイルスを駆逐することや、細菌感染を除去することも可能となるであろう
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。更に、Ｂ型肝炎やエイズなどの疾病も治療可能となるかもしれない。その他の可能性の
ある用途としては、前立腺細胞などの特定臓器の細胞だけを選択的に除去するという用途
などがある。臓器の縮小、臓器の機能改善、それに医療上または美容上の理由による脂肪
細胞の破壊なども、可能性のある用途である。更には、血行の改善や関節可動域の拡大な
どのために、非細胞組織の破壊または解放の処置を施すために利用することも可能である
と思われる。
【００１３】
　材料学－分析、試験、及び補修：材料学の分野では、Ｘ線を使用して、材料の分析、試
験、及び補修が行われている。本発明を用いることで利用可能な、高エネルギのＸ線ビー
ム交差部と、高精度の照準合わせとは、この分野において大きな価値を持ち得るものであ
る。本発明は、顕微鏡レベルで、問題発生箇所にピンポイントで照準を合わせ、その問題
発生箇所に対処するための処置を実行し得るものである。
【００１４】
　研究室用途－化学分析及び結晶分析：化学物質ないし結晶の分析の仕事をしている科学
者にとって、本発明の技術は、研究計画の進行速度を速めるものであり、また、本発明の
技術を用いなければ収集できないデータの収集を可能にするものである。この分野におい
ても、本発明のビーム交差部の寸法が小さいこと、並びに、そのビーム交差部の位置制御
が高精度で行えることは、それらの仕事を行うための他の手段と比べて、利点となるもの
と予期される。
【００１５】
　有害ないし不要な細胞の殲滅は、その周囲の細胞の機能を改善することができる。それ
ゆえここに記載する方法及びシステムは、細胞の機能を制御ないし改善するためにも利用
可能である。その種の用途のうちには、低強度のエネルギを標的箇所へ供給して細胞を刺
激し、或いは細胞治療を行うというものがある。また細胞治療のうちには、細胞膜の薄膜
化、細胞移動、不要細胞内物質の分解または破壊、不要細胞外物質または不要非細胞物質
の分解または破壊、それに細胞内小器官の刺激などがあり、それらのうちには高調波を利
用して行われるものもある。
【００１６】
　本発明と放射線治療との比較：本発明は、Ｘ線を使用するようにした場合であっても、
放射線治療とは以下の５つの点において大きく異なるものとなる。第１に、本発明では、
細胞死に至らせる方法が異なる。第２に、本発明では、エネルギ量を増大させる際にフォ
トン１個あたりのエネルギを増大させるのではなく、１秒間あたりのフォトンの個数を増
大させる。第３に、本発明では、細胞に本来備わっている機構を巧みに利用するため、処
置を１回実施するだけで速やかに細胞死に至らせることができる。第４に、本発明では、
供給するエネルギ総量が小さく、フォトン１個あたりのエネルギも小さいため、ＤＮＡに
は殆どダメージを及ぼさない。第５に、放射線治療における標的選択メカニズムが生物学
的であり、内部的であり、制御不可能であり、不確実なものであるのに対して、本発明に
おける標的選択メカニズムは機械的であり、外部的であり、制御可能である。
【００１７】
　放射線治療は、多数の遊離ラジカルを発生させるようにしたものであり、それら遊離ラ
ジカルによって、ＤＮＡ二重螺旋鎖に二重鎖切断が引き起こされる。ヒトの身体にはこの
種の細胞損傷を修復するための修復機構が組込まれている。そのため、放射線治療におい
ては、その修復機構を圧倒できるように、多数の二重鎖切断を引き起こさなければならな
い。放射線治療を実施するごとに、ヒトの身体の損傷を修復しようとする能力が高まり、
そのため、放射線治療を反復して実施していると、次第に治療の効果が低下して行く。
【００１８】
　本発明は、極めて短時間のうちに（所与の細胞に対して数ミリ秒以内の処置を施すだけ
で）細胞内プロセスを崩壊させ、細胞内膜を破壊することにより、細胞を死に至らせるも
のである。細胞内プロセスの崩壊や細胞内膜の破壊が行われると直ちに、細胞のアポトー
シスや自己消化のプロセスが開始される。放射線治療の場合でも、その治療により死ぬ細
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胞は最終的にアポトーシスが発生することで細胞死に至っている。しかしながら、放射線
治療の場合には、あくまでも、所与の細胞が死ぬ確率を増大させているに過ぎず、更に、
放射線治療を施してから細胞が死ぬまでに数日かかることもあり、場合によっては数週間
かかることすらある。これほどの時間がかかるのは、放射線治療の作用を受けるという事
象から始まって、細胞のアポトーシスが発生するという事象に至るまでの間には、非常に
長い事象の連鎖が存在しているからであり、これに対して、本発明の事象の連鎖は非常に
短い。この事象の連鎖が長くなるほど、実際に細胞のアポトーシスの発生という結果に至
ることが不確実なものとなる。
【００１９】
　本発明では、複数本のエネルギビームを用いて、体積の小さな標的空間に多量のエネル
ギを供給する。そして、各々のエネルギビームが、ビーム交差部において、さらなるエネ
ルギをもたらす。ビーム交差部における合計の電子ボルト（エネルギ）は、それら複数本
のエネルギビームによって制御され、このことは、個々のフォトンの電子ボルトを増大さ
せることでエネルギを制御している放射線治療と異なる点である。この相違点は重要であ
り、なぜならば、本発明はこれによって、ａ）より早く吸収されやすいフォトンエネルギ
を利用することと、ｂ）処置対象者の体内に供給するエネルギの総量を低下させることと
が可能となっているからである。
【００２０】
　標的へ流入するエネルギのピークの絶対値は本発明と放射線治療と同様であるが、その
エネルギの形態が異なっている。本発明におけるエネルギの形態は、低エネルギのフォト
ンを大量に使用するものであり、これに対して、放射線治療におけるエネルギの形態は、
高エネルギのフォトンを小量使用するものである。
【００２１】
　本発明では、ビーム交差部に大きなエネルギを供給することによって、細胞を焼灼する
ことなく、細胞膜や細胞内小器官を破壊し得る程度の化学的及び生理学的な崩壊を引き起
こすようにしている。この化学的及び生理学的な崩壊は、ビーム交差部において大量のフ
ォトンが低エネルギの反応である減衰反応を発生することによって引き起こされるもので
ある。放射線治療は、より高いエネルギ領域の反応であるコンプトン反応に大きく依存し
ており、ＤＮＡ鎖を切断することのできる遊離ラジカルをコンプトン反応によって大量に
発生させるものである。
【００２２】
　本発明は、ビーム交差部及び／またはナノ技術を利用して、標的細胞を非標的細胞から
区別する選択性を確保している。本発明のアーキテクチャに用いられているコンピュータ
及びマニピュレータは、ビーム交差部における選択性を制御することができる。また、ナ
ノ粒子にモノクローナル抗体などの標的化分子を付着させることによって、本発明に二次
的な選択性を付与することができる。ナノ粒子に標的化分子を付着させることによって、
そのナノ粒子を特定の種類の細胞により高い密度で蓄積させることができる。より具体的
には、この方法によれば、例えば癌細胞を標的化することができる。ナノ粒子を使用する
ことで、本発明を用いて細胞死を惹起するために必要なエネルギ量を大幅に低減すること
ができるため、本発明を実施する際の出力エネルギのエネルギレベルを引き下げて、細胞
に蓄積したナノ粒子の密度が標的細胞であることを示すスレショルド密度以上になってい
る領域で複数本のエネルギビームが互いに交差した場合にのみ、細胞死が惹起されるよう
にすることができる。この方法を採用することによって、本発明の標的特定の能力が倍増
する。なぜならば、細胞に蓄積したナノ粒子の密度がスレショルド密度より低いか、また
は細胞の位置にビーム交差部の位置が一致していないかの、何れかが該当していれば不発
モードとなり、その細胞に対しては何も行われないからである。この選択性の高さは、処
置を施す対象領域が、例えば神経細胞などのようなエネルギビームの影響を受けやすい組
織に近接している場合に、特に重要なものである。
【００２３】
　放射線治療では、破壊する細胞を選択するために、細胞分裂サイクルを利用している。
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細胞は、細胞複製過程のある特定の段階で、そのＤＮＡ鎖が特に切断され易くなる。癌細
胞は、細胞複製のためにより長い時間を費やすことから、放射線治療の影響をより大きく
受けることになる。ただしこれは、正常細胞より癌細胞の方が、放射線治療の影響を受け
る状態にある確率が高いというだけのことである。実際には、正常細胞であっても放射線
治療が実施されたときに細胞分裂過程にあった細胞は殺され、一方、癌細胞であっても放
射線治療が実施されたときに細胞分裂過程になかった細胞は、その放射線治療の影響をあ
まり受けずに済む。このことが、放射線治療を反復して実施する理由でもあり、また、放
射線治療では全ての癌細胞を殺せないことが少なくないことの原因でもある。放射線治療
では、たとえ標的細胞がどれほど少なくとも、それら標的細胞の全てを確実に死滅させる
ことのできる方法は存在していない。またそれと表裏一体を成す事実として、放射線治療
において照射される放射線ビームの経路上にある健康細胞が絶対に殺されずに済むような
方法も存在していない。
【００２４】
　本発明でも、健康な細胞を殺してしまう可能性はあるが、ただし、その確率は放射線治
療と比べればはるかに小さい。実際に、本発明によって健康な細胞にダメージを与えてし
まう確率は、診断用Ｘ線によって健康な細胞にダメージを与えてしまう確率以上のもので
はない（場合によっては本発明の方がその確率がはるかに小さい）。
【００２５】
　二次癌を発生させる確率も、本発明より放射線治療の方がはるかに大きい。この確率の
相違は、細胞を死滅させる方式が異なることと同様、患者の体内に導入するエネルギ総量
が異なることによるものである。ＤＮＡ鎖を切断する場合には、意図した通りの切断が行
われずに、ＤＮＡ鎖が改変されてしまうことがある。ＤＮＡが改変された細胞はある確率
をもって癌化し、二次癌になる。
【００２６】
　以下に説明する本発明の実施の形態は、人に治療を施すことを目的としたものである。
ただし、本発明は、犬や猫、その他の動物の治療にも利用することができる。それゆえ、
特許請求の範囲の記載中に使用している「処置対象者」の定義としては、犬や猫などの動
物をも含むものと解釈されるべきである。
【００２７】
　図１Ａ及び図１Ｂに示した本発明の実施の形態は、在来の画像形成システム１を用いて
構成したものであり、この画像形成システム１は例えば磁気共鳴画像形成装置（ＭＲＩ）
や、コンピュータトモグラフィ装置（ＣＴないしＣＡＴスキャンと略称されている）など
である。画像形成システム１は、図２に示したように、制御システムへ画像情報を出力し
ており、この制御システムは、破壊すべき細胞を標的として特定する。この制御システム
は更に、２本またはそれ以上の複数本のエネルギビーム２を、処置対象者３の標的領域に
照準合わせする。尚、それらエネルギビーム２は、ビーム角の非常に小さな超ナロービー
ムとすることが好ましい。制御システムによるこの照準合わせは、画像形成システムから
連続的にフィードバックされている画像情報に基づいて行われ、それによって照準合わせ
の検証と精度向上とがなされている。後に更に詳細に説明するように、この制御システム
は、エネルギビームの位置及び方向の制御を行うと共に、エネルギビームのエネルギ強度
の制御も行うことができるため、複数本のエネルギビームを標的上に収束させて、エネル
ギのバーストを発射する。図１Ａに示した具体的な実施の形態は、可動水平テーブル４を
備えており、同図には、このテーブル４上に載せられた処置対象者３も示されている。こ
の実施の形態は、処置対象者３の上方に、互いに直交するように配設された３台のビーム
発生器２を備えている。図１Ｂに側面図で示した別の実施の形態は、互いに直交するよう
に配設された２台のビーム発生器を備えている。当業者には容易に理解されるように、そ
れらビーム発生器２は、ＭＲＩ装置１の下方や側方に配設するようにしてもよい。
【００２８】
　使用するエネルギビーム２の本数は、個々の用途に応じて、２本またはそれ以上の適宜
の本数とすればよい。１本のエネルギビームにより供給する最大エネルギレベルは、細胞
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にダメージを与え得る最小エネルギレベルより更に小さなレベルに設定している。ただし
複数本のエネルギビームが交差する合焦点のエネルギレベルは、使用しているエネルギビ
ームの本数に応じて、１本のエネルギビームによるエネルギレベルの２倍、３倍、４倍、
…となる。このように複数本のエネルギビームを照射することにより、人体の深部の細胞
を、その周囲の細胞にダメージを与えることなく破壊することができる。人体を透過する
個々のエネルギビームは（標的領域に到達するまでのビーム部分と標的領域を通過した後
のビーム部分とのいずれにおいても）そのエネルギレベルが十分に低いため、標的領域の
周囲の健康な細胞には全く或いは殆どダメージを与えることがない。従って、ビーム交差
部の中に位置する細胞だけに、その細胞を破壊するのに十分なエネルギが供給されること
になる。
【００２９】
　ビームスプリッタの基本構造：図２０に示したビームスプリッタは、以上に説明したよ
うな、個々に独立した複数台のビーム発生器を備えた実施の形態とは異なる、別の実施の
形態に用いられるものである。この別の実施の形態は、ただ１台のビーム発生器（例えば
Ｘ線管やライナックなど）を備え、そのビーム発生器から射出される１本のエネルギビー
ムをこのビームスプリッタによって複数本のビームエレメントに分割するものである。こ
れによって、複数台のビーム発生器を使用せずに済むことからコスト及び複雑度が低減さ
れるが、ただしその一方で、１台のビーム発生器から射出される１本のエネルギビームを
複数本のビームエレメントに分割して利用するためコスト及び複雑度が幾分増大する。本
発明のこの実施の形態のビームスプリッタは、複数本のビームエレメントのうちから使用
するビームエレメントを選択して夫々の導波管の中へ導くための複数枚のＸ線ミラーと、
導波管を通過したビームエレメントをビーム交差部へ導くための別の複数枚のＸ線ミラー
とを備えている。また、本発明の更に別の実施の形態として、複数台のビーム発生器を備
え、それらビーム発生器の各々に、ビームプロセッサ（このビームプロセッサは、ビーム
スプリッタと照準合わせデバイスとを含むものである）を装備したものがある。複数台の
ビーム発生器の各々にビームプロセッサを装備した実施の形態では、ビーム交差部におけ
るエネルギレベルを更に増大させることができるため、それによって本発明の有用性が更
に高まる。
【００３０】
　図９Ａ～図９Ｄに、エネルギビームどうしが交差したビーム交差部を示した。これらの
ビーム交差部は非常に小さく、そのことによって、高精度の処置が行えるようになってい
る。図９Ａ～図９Ｃに示したビーム交差部の具体例は、２本のエネルギビームが交差した
ビーム交差部であり、図９Ｄに示したビーム交差部の具体例は、図９Ａに示した２本のエ
ネルギビームが交差したビーム交差部の一部に、更に第３のエネルギビームが交差して形
成された、部分ビーム交差部である。このような部分ビーム交差部を形成するためには、
個々のビームの照準合わせ精度を更に向上させる必要があり、それには追加の信号処理を
行うようにするとよく、この追加の信号処理は「エネルギレベル」をフィードバックする
ループを形成して、ビーム交差部の内部の電磁気エネルギレベルを計測するものである。
ビーム交差部の内部の電磁気エネルギレベルは、使用している個々の電磁気エネルギビー
ムの電磁気エネルギレベルが一定であるならば、そのビーム交差部におけるビーム重なり
率に比例したものとなる。そのため、そのビーム交差部の大きさを、フィードバックされ
るエネルギレベルの大きさの関数として計測することができる。
【００３１】
　ここに記載するシステムは、特に、ミトコンドリアやリソソームなどの細胞内小器官を
標的として破壊することにより、細胞がみずから溶解するようにするという方法を用いる
ことができる。当業者には容易に理解されるように、細胞の種類によっては、１つの細胞
内に多数のミトコンドリアが存在しているものもあり、また、１つの細胞内にリソソーム
などのその他の細胞内小器官が多数存在しているものもある。そのような細胞をこの方法
で細胞死に至らせるには、１つの細胞内に多数存在している細胞内小器官の大部分を破壊
する必要がある。ただし、いかなる機序によってもたらされる細胞死であれ、最終的には
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その細胞が消化されるということに帰着する。この方法は、ミトコンドリアやリソソーム
などの細胞内小器官を攻撃することによって、細胞が消化される過程を開始させるという
ものであり、そのため、所与の細胞を細胞死に至らせる作業を完遂するために要するエネ
ルギ量を低減できるという、重要な利点を提供するものである。
【００３２】
　細胞死に至らせるための好適な方法の１つに、細胞内小器官に結合するナノ粒子を使用
するという方法がある。使用するナノ粒子の種類には、例えば、金粒子、炭素粒子、鉄粒
子、磁性材料粒子、複合金属材料粒子、チューブ状粒子、ボール状粒子、バブル状粒子、
スプリング状粒子、コイル状粒子、ロッド状粒子、それに、それらが組合わさった粒子な
どがある。それらナノ粒子を使用して、細胞内小器官の内部で分子を発熱させて細胞内小
器官を膨張させて破裂させ、或いは、細胞そのものを発熱させることによって、細胞死に
至らせることができる。細胞死に至らせる別の１つの方法に、ビームストリームの中に高
調波を混合することにより、細胞を構成している物質に影響を及ぼすという方法もある。
【００３３】
　更に別法として、細胞膜を破壊することにより細胞を殺すという方法もある。これを行
うには、例えば、図９Ｄに示したような部分ビーム交差部を形成して、細胞膜のうちの小
さな部分がこの部分ビーム交差部の中に入るようにすればよい。複数のエネルギビームが
交差することによって、合焦点にエネルギのバーストが発生し、それによってホットスポ
ットが形成され、その結果、細胞膜に穴が開けられる。この穴から細胞構成物質が流出す
ることにより細胞死に至る。この方法では、一度に２個以上の細胞を殺すことができ、な
ぜならば、ある細胞の細胞膜を破壊するときには、それに隣接する細胞の細胞膜も同時に
破壊されるからである。ここに記載するシステムは、以上の説明した様々な方法のうちの
何れか１つの方法、幾つかの方法、または全ての方法を用いることで、ただ１個だけの細
胞を破壊することも、また、小規模な細胞群を破壊することも可能である。制約要因とな
るのは、画像解像度、ビーム径、標的特定精度、それに照準合わせ精度である。
【００３４】
　上で説明したように、本発明の好適な実施の形態の１つは、複数本のエネルギビームを
使用しており、それらエネルギビームは、１本だけのエネルギビームでは患者の身体を透
過する際に標的領域の周囲の健康な組織に悪影響を及ぼすことのない、低エネルギのビー
ムとされている。そして、複数本のエネルギビームを互いに交差させることによってエネ
ルギのバーストを発生させ、それによって標的細胞を殺すようにしている。図６並びに図
７Ａ～図７Ｄは、このビーム交差部がどのように形成されるかを、当業者が容易に理解で
きるようにするための説明図である。例えば図６は、３次元空間内で互いに交差する４本
の電磁波ビームを示した図である。それらは電磁波ビームであるため、互いに同一面上に
位置させる必要はない。また、それら電磁波ビームが互いに直交している場合には、それ
らビームの電磁波の位相を揃える必要もない。互いに交差している複数の電磁波の振幅は
個々の電磁波の振幅の和となり、この振幅の和は、そのキロ電子ボルト（ＫｅＶ）の値が
ビーム交差部の内部の複数の点において極大値を取る。周期関数である個々の電磁波は、
その各々がこのＫｅＶの極大値を取る。
【００３５】
　当業者には容易に理解されるように、合焦点は実際には小さな３次元空間であり、ここ
に記載する本発明の好適な実施の形態は、その３次元空間を標的として特定する。一般的
に、点は大きさを持たないものである。しかしながら、ここでいう合焦点とは、複数本の
エネルギビームが互いに交差するビーム交差部を意味している。複数本のエネルギビーム
が円筒形ビームであって、それらの径が互いに略々等しい場合には、この合焦点の大きさ
は、それらエネルギビームの断面形状である円形を回転させることで形成される球の大き
さに略々等しくなる。図７Ａ～図７Ｄに示したように、ビーム交差部の実際の形状は、い
わゆるスタインメッツ立体の形状となる。図７Ａに示した具体例は、３本の円筒形ビーム
により形成された菱形十二面体であり、それら３本の円筒形ビームはこの菱形十二面体の
夫々の構成面の中心を通っている。それら３本の円筒形ビームの相対的な配列は、個々の
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円筒形ビームが正八面体の対向する２つずつの頂点を通る場合の配列と同じである。また
、この具体例ににおいて、３本の円筒形ビームにより形成された菱形十二面体の体積は（
１６－ｓｑｒｔ（１２８））ｒ３で表される。図７Ｃに示した具体例は、６本の円筒形ビ
ームにより形成された立方八面体であり、６本の円筒形ビームはこの立方八面体の夫々の
辺の中心点を通っている。また、この具体例において、その立方八面体の体積は（１６／
３）（３＝ｓｑｒｔ（１２）－ｓｑｒｔ（３２））ｒ３で表される。本発明の好適な実施
の形態においては、使用する複数本のエネルギビームを互いに直交するビームとすること
によって、標的の特定を好適に、そして最良に行うことができ、なぜならば、そうするこ
とによってそれらエネルギビームが交差するビーム交差部の大きさが最小となるからであ
る。使用する複数本のエネルギビームのビーム径が互いに同一でない場合や、それらエネ
ルギビームが互いに直交していない場合には、ビーム交差部の形状が、変形スタインメッ
ツ立体の形状（不図示）になる。４本以上のエネルギビームを必要とする用途では、ビー
ム交差部の寸法及び形状の、それらビームの収束角に対する依存性は小さなものとなる。
【００３６】
　図５からは、複数本のエネルギビームを組合せて、各々のエネルギビームのエネルギ密
度を低く抑えることにより、解像度及び制御機能が向上することが分かる。より詳しく説
明すると、図５に示したのは、複数本の電離放射線ビームを使用したときの合焦点におけ
る幾つかのパラメータの概略予測値である。例えば、エネルギ量、エネルギ勾配、細胞の
エネルギ吸収量、及び細胞死率は、電離放射線ビームを４本使用したときに最も大きくな
っている。電子顕微鏡の場合と同様に、合焦点におけるエネルギ集中度を高めることによ
って、合焦点に存在する細胞からの放出を発生させることができる。その放出を計測して
解析することによって、画像情報を補強することができ、ひいてはシステムの制御機能及
び標的特定機能を向上させることができる。
【００３７】
　ＭＲＩ装置及びＣＴ装置の多くは、処置対象者３の位置を移動させるための高精度のロ
ボット式ガントリテーブルを既に備えている。本発明の好適な実施の形態の１つにおいて
は、標的特定及びエネルギ供給のためのシステムにも、そのようなロボット式ガントリテ
ーブルのものと同様のロボット機構を装備してあり、そのロボット機構によって、処置対
象者の標的領域を視界の中へ移動させ、また更に、精密照準合わせ領域の中へ移動させる
ことができるようにしている。ＭＲＩ装置またはＣＴ装置を用いて画像情報を取得するよ
うにしている実施の形態では、このロボット機構を、ＭＲＩ装置またはＣＴ装置に組込む
ようにしてもよい。また、本発明の別の実施の形態として、ＭＲＩ装置またはＣＴ装置か
らは独立したロボット式ガントリテーブルを装備して、そのテーブルの上に処置対象者を
載置して移動させるようにしてもよい。また更に別の実施の形態として、精密照準合わせ
を行うための手段として圧電デバイス上に搭載されたミラー、或いは、液晶技術やプラズ
マ技術などを利用したビーム偏向機構を備えるようにしてもよい。これら技術を利用する
ことにより、小さな領域の中でエネルギビームを高精度で照準合わせしてエネルギを供給
することが可能となる。画像形成のためのシステム、位置方向制御のためのシステム、及
びエネルギ供給制御のためのシステムは、それらの間で衝突ないし干渉を生じるおそれが
あるが、そのようなおそれはガウス面緩和法などの方法を用いて低減ないし解消すること
ができる。また、それらシステムの間で高速のスイッチングを行うようにするのも一法で
ある。
【００３８】
　図１２に示したのは、本発明の二階建型の実施の形態の具体例を示した図であり、この
具体例では、ＭＲＩ装置またはＣＴ装置から成る画像スキャナが第１レベルに設置され、
それより低位のレベルに３台のビーム発生器が設置されている。そして、３台のビーム発
生器が射出する放射線ビームを、第１レベルに設置されているＭＲＩ装置またはＣＴ装置
の水平テーブル上に載せられた処置対象者に照射することができるようにしてある。この
実施の形態において、図１２に示したシステムを収容している施設の床構造は、実質的に
全てのＸ線散乱を遮蔽できる遮蔽能力を備えている。この遮蔽能力を実現するための条件



(15) JP 2010-540163 A 2010.12.24

10

20

30

40

50

は、鉛層で遮蔽するのであればその厚さを１４インチとする必要があり、コンクリート床
版（鉄筋コンクリート床版）で遮蔽するのであればその厚さを９６インチとする必要があ
るというものである。更にもう１つの条件として、この床構造では床の有効厚さを２４イ
ンチにしなければならないということがある。ここで、鉛層の厚さをｘインチ、コンクリ
ート床版の厚さをｙインチとするならば、以上の条件は、Ｘ線散乱量－１４Ｌ＝０、Ｘ線
散乱量－９６Ｃ＝０、Ｘ線散乱量－ｘ・Ｌ－ｙ・Ｃ＝０、そして、ｘ＋ｙ＝２４という式
で表される。更に、鉛層ｘの構築コストはコンクリート床版ｙの構築コストよりはるかに
高額であることも考慮する必要がある。以上のデータから最適解を求めると、コンクリー
ト床版の厚さｙ＝１２．５インチ、鉛層の厚さｘ＝１１．５インチとして、コンクリート
床版の表面に鉛層の覆いを設けた床構造とすることによって、鉛層だけで遮蔽するよりも
はるかに低コストで目標とする遮蔽能力を得ることができる。以上の評価値は、１００Ｍ
ｅＶのＸ線を使用するという最も過酷な状況に対応したものである。本発明の好適な実施
の形態を採用する場合には、これよりもエネルギレベルの低いＸ線ビームを使用すること
が予期されるため、これほどの遮蔽構造とする必要はなく、おそらくは、以上に示した評
価値から２５％少ない値とすることができるものと考えられる。以上の解析は、最も過酷
な状況に対応したものである。
【００３９】
　図２に示したのは、本発明の１つの好適な実施の形態における構成要素を示したシステ
ムブロック図である。図中、マグネット、ＲＦコイル、ＲＦ検出器／増幅器、ＭＲＩパル
ス発生制御部／磁界制御部、それにデジタイザは、ＭＲＩ装置の構成要素であり、これら
構成要素から得られる情報は中央プロセッサへ供給されて処理される。本発明のこの好適
な実施の形態は更にその他の様々な構成要素を含むものであるが、それら構成要素のうち
の主要なものとしては、ビーム制御部、Ｄ／Ａコンバータ、電力増幅器、ロボット機構、
ロボット式マニピュレータ、処置の実行中に処置対象者を載置する水平テーブルの位置を
制御するためのロボット式システム、ビーム発生器、照準合わせ機構、それに様々なデバ
イス制御部がある。また更に、標的計算コンピュータがあり、この標的計算コンピュータ
は中央プロセッサに接続されている。標的計算コンピュータはサブプロセッサであり、フ
ィードフォワード制御の命令に関する値を算出して命令の更新を行い、更新した命令を中
央プロセッサへ渡す。このサブプロセッサは、処置を施すのに先立って行われる事前スキ
ャンにより得られた処置対象者の身体データを保持しており、また、フィードフォワード
制御に用いられる様々なドライバ値及びゲイン値を算出するための数学モデルを保持して
いる。標的計算コンピュータは、それら身体データ及び数学モデルに基づいて、フィード
フォワード制御に必要な高度に数学的な計算処理を実行する。その計算処理が完了したな
らば、算出したフィードフォワード制御に用いられる諸々の値を中央プロセッサへ渡し、
そして、その時点で更新されている新たなフィードバック情報を取得して、フィードフォ
ワード制御のための次のラウンドの計算処理を開始する。実際に制御ループを実行してい
るのは中央プロセッサであり、中央プロセッサは、画像形成装置からの入力、及びその他
のセンサからの入力と同様に標的計算コンピュータからの入力に基づいてその制御ループ
を実行するようにしてある。本発明の好適な実施の形態のうちには、制御アーキテクチャ
を可能な限り最善のものとするために制御ゲインを動的ゲインとしたものがある。そのよ
うな実施の形態では、フィードフォワード制御に関する制御ゲインがゼロになる可能性も
あり、フィードバック制御に関する制御ゲインがゼロになる可能性もあるが、ただし、そ
れら両方が同時にゼロにはならないようにしている。このことは、事実上、本発明がフィ
ードフォワード制御だけで実行されることも、またフィードバック制御だけで実行される
こともあり得るということを意味している。ただし、このように一方だけの制御で実行さ
れるという状態が１秒以上の長さにわたって継続する可能性は小さい。
【００４０】
　本発明の好適な実施の形態では、第１段階の照準合わせ（粗照準合わせ）のための手段
としては、撮像装置を備えた工業用ロボットに用いられているものと同様の照準合わせ技
術を使用している。また、第２段階の照準合わせ（精密照準合わせ）のための手段として
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は、精密加工や高精細度テレビジョン製造などに用いられているものと同様の照準合わせ
技術を使用することができる。いずれの照準合わせ技術にも、標的移動、ビーム偏向（屈
折）、ビーム分散、及びその他の様々な誤差発生要因を予測して制御を行うフィードフォ
ワード制御を適用することができる。例えば、呼吸運動は周期的であるため、呼吸運動に
伴う標的移動は特定のパラメータ内で予測可能である。また、骨以外の組織の密度に対す
る骨の密度の比から、発生するビーム屈折及びビーム分散の上限及び下限を予測すること
ができる。フィードフォワード制御に用いる数学モデルをそれら予測値に対応したものと
することにより、フィードバックループの精度を向上させることができる。
【００４１】
　医療用途におけるＸ線ビームに関しては、これまで一般的に、そのビーム屈折は無視し
て構わないものと考えられていた。Ｘ線ビームの一般基準としては、１箇所で屈折するこ
とによって生じる偏位量の上限を１万分の１以下とすることが定められている。これは、
屈折発生点から１０ｃｍ離れた位置におけるビーム偏位量が約１０μｍ以下であることを
意味している。複数の屈折は累積するため、最終的なビーム偏位量はこれよりずっと大き
くなる。図３Ａ及び図３Ｂは、本発明の１つの好適な実施の形態を用いる場合に発生する
入射角に関連した問題を説明するための図である。ここでいう入射角とは、エネルギビー
ムが例えば、骨、組織、靱帯、腱、臓器、及びそれらに関連した身体部分などの、ヒトの
様々な身体部分に入射するときの角度である。これらの図に示したように、入射角による
影響は、細胞の大きさと比べてビーム径が小さくなるほど低下する。ビーム径が細胞の大
きさより小さくなると、もはやエネルギビームにとって、人体の表面は平滑面や平坦面と
は見なし得ないものとなる。即ち、人体の表面は凹凸のある不規則な形状の面であると見
なさねばならず、その上更に、人体の表面は体毛などのエネルギビームにとって障碍物と
なるものによって覆われている。このように人体の表面が不規則な形状であり、また、人
体の表面に障碍物が存在することから、それらに対する補償手段として、剃毛や塗布剤の
塗布などが必要となる。更に、本発明の１つの実施の形態における制御システムでは、フ
ィードバック制御の制御ループと、フィードフォワード制御の数学モデルとを用いて、残
留偏位量を補償するようにしている。より詳細に説明すると、図３Ａにはビーム発生器が
示されており、このビーム発生器で発生したエネルギビームが、処置対象者の皮膚に入射
している。そしてこの入射に伴って、ビーム偏向（屈折）が発生している。図３Ｂはこの
ビーム偏向を更に詳細に示した図である。入射角は、図中に記入したように、人体の皮膚
の表面にエネルギビームが入射する角度である。屈折角は、これも図中に記入したように
、人体の表面（例えば人体の皮膚の表面）から下方へエネルギビームが進行して行く角度
である。図から明らかなように、ここでは入射角と屈折角との和が１８０度より小さくな
っている。尚、当業者には容易に理解されるように、エネルギビームが皮膚へ入射する際
のビーム偏向は、そのエネルギビームが図３Ｂで見て左側へ移動するような方向の屈折と
なることもあり、その場合には入射角と屈折角との和が１８０度より大きくなる。いずれ
の場合も、エネルギビームは人体の表面によっていずれかの方向へ屈折し、それゆえ、健
康な組織が受けるダメージを可及的に低減するべく合焦点及び標的領域を適切に定めるた
めには、このようなビーム偏向を発生させるエネルギビームにとっての障害物を考慮に入
れる必要がある。更に、これも図３Ｂから明らかなように、エネルギビームは人体の表面
へ入射した後にビーム径が拡大している。このビーム径の拡大は、図３Ｂに示したように
、入射角、屈折角、それに分散角によるものであり、分散角はエネルギビームが人体の内
部のある部分から別の部分へ進入する際などに発生する。
【００４２】
　本発明の１つの好適な実施の形態では、ビーム偏位量の許容値は約２μｍという微細な
値であるため、ビーム偏向を考慮した補正が必要とされている。ビーム偏向によって発生
するビーム偏位量は、使用するエネルギビームが電離放射線ビームである場合に最も小さ
く、その他のエネルギビームではそれより大きくなる。そして、偏向比が最も小さいエネ
ルギビームである電離放射線ビームの偏位量が補正を必要とするほどに大きければ、その
他のいかなるエネルギビームについても、ビーム偏向の影響を補償するためのフィードフ
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ォワード制御が必要である。図４は、フィードフォワード制御システムがどのように利用
されるかについての具体例と、それに関連したビーム偏向の具体例とを示した図であり、
同図には、エネルギビームが合焦点に達するまでの間に透過する処置対象者の皮膚、骨、
及び腱が示され、そして標的細胞が示されている。かかる状況において、図２に示した標
的計算コンピュータに搭載されたソフトウェアプログラムは、発生すると予測されるビー
ム偏向と、その結果として形成されるはずのビーム経路とを事前算出するフィードフォワ
ード制御のための数学モデルを含むと共に、画像形成装置により得られる情報を収集する
フィードバック制御を含んでいる。従って、本発明の１つの好適な実施の形態を使用して
以上のように構成したシステムは、リアルタイムでの画像取得と、解析と、処置の実施と
を、自動化作業として行う能力を備えている。使用するエネルギビームのビーム径を７μ
ｍとしたときのこのシステムの動作速度は、１秒間あたり細胞１０個～細胞１０００個で
ある。
【００４３】
　本発明の好適な実施の形態によれば、現在市場に提供されている、エネルギビームを利
用するようにした最先端のシステムと比べて、エネルギレベルのスレショルド値をより低
く設定することができ、また、正確度、精密度、及び動作速度をより優れたものとするこ
とができる。本発明の好適な実施の形態によれば、エネルギビームのビーム径を小さくす
ることができると共に、エネルギビームのエネルギレベルを低く設定することができると
いう利点が得られ、それらによって画像形成装置の信号ノイズが低下するため、システム
の性能が更に向上するという利点も得られる。
【００４４】
　エネルギレベルのスレショルド値をより低く設定できるのは、高熱で細胞を破壊すると
いう方法以外の方法を用いることができるからである。本発明の実施の形態のうちには、
高熱で細胞を破壊することに替えて、細胞それ自体の持つ崩壊機構を利用するようにした
ものがある。これによって、細胞を破壊するために必要なエネルギ量が低減され、破壊さ
れずに残る細胞も殆どなくなる。その方法とは、リソソームやミトコンドリアなどの細胞
内小器官を攻撃するというものであり、これは単に高熱で組織を焼灼する方法と比べては
るかに洗練された方法であるといえる。本発明にとって、組織を焼灼して除去するという
方法は、最後にやむなく選択する方法であり、なぜならば、組織の焼灼は、多量のエネル
ギを必要とするため、体内に傷痕組織を形成してしまうおそれがあるからである。
【００４５】
　正確度、精密度、及び動作速度の改善は、フィードバック制御にフィードフォワード制
御を組合せて用いることによって達成されており、これによって、それらは直接的に且つ
劇的に改善される。更に加えて、フィードフォワード制御を組合せることによって、フィ
ードバック制御の作業領域を減縮できるため、フィードフォワード制御のループ１回分の
データ処理量が格段に減少する。そして、このデータ処理量の減少によって、フィードバ
ックループの動作速度が格段に高速化し、それによって更に、プロセス全体としての正確
度、精密度、及び動作速度が向上する。
【００４６】
　本発明の好適な実施の形態のうちには、精密度及び正確度の初期値が約７μｍ±２μｍ
のものがある。この値は、最も小さいヒト細胞の大きさよりも更に僅かに小さな値である
。また、この値は、エネルギビームを利用した在来の装置における各軸方向の精密度及び
正確度の値と比べて約５０倍も優れた値である。本発明の技術は、画像形成技術及びビー
ム発生技術が今後向上するのに伴って、精密度及び正確度の値を更に一桁以上改善できる
潜在的可能性を有している。また、本発明の好適な実施の形態としてここに記載している
技術は、現時点では治癒不能とされている多くの疾病を治癒可能にすることのできる潜在
的可能性を有している。また更に、この技術は、治療法ないし処置法が既に存在する多く
の領域においても大躍進をもたらし得るものである。
【００４７】
　在来の癌治療法は、本発明の好適な実施の形態を用いて実施する癌治療法と比べれば、
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極めて稚拙なものでしかなかった。在来の癌治療法は、ビーム径の大きな１本の放射線ビ
ームを使用したものであり、このような放射線ビームは周囲の組織にダメージを及ぼして
いた。また、病変領域の画像を形成して、診断を下し、必要な行動をとるまでの間に時間
遅れが存在していた。この時間遅れは、かなり大きなものであることもあり、それによっ
て患者の生死が分かれることもあった。また、再現性が低く、人為的過誤が発生すること
も多かった。標的特定及び照準合わせの技法としては、非常に初歩的な技法しか採用され
ていなかった。更に、特定の細胞や、極めて少数の細胞から成る細胞群を標的として設定
することは（本発明と比べれば）全く行われていないも同然であった。
【００４８】
　本発明に係る装置は、癌治療以外のヘルスケアに利用した場合にも、正確度及び再現性
が非常に良好であるということが大きな利点となる。また、自動化されたリアルタイムの
動作を行うものであるため、人為的過誤が発生する余地がないということも、重要な点で
ある。また、ここに記載している本発明に係る技術が提供する更なる大きな利点として、
この技術が非侵襲的であり、従って、侵襲的処置を回避できるということがある。癌治療
以外のその他の用途としては、例えば、気道拡大、心臓弁修復、前立腺縮小、聴力改善、
脳細胞刺激、止血のための内部焼灼、脂肪肝の治療、ポリープの除去などがある。
【００４９】
　本発明の好適な実施の形態は、初期設定を行った後には自動化装置として動作するもの
であり、そのことによって少なくとも、過失の低減、再現性の向上、正確度の向上、動作
速度の高速化、それに追跡性能の向上という利点が得られる。また、自動化装置として動
作することから、システムの動作形態が有利なものとなっており、これは、細胞を標的と
して選択して特定する作業を、集中的な計算処理によって行えるからである。エネルギビ
ームの照準合わせ作業は、特に高速で行わなければならず、しかも、特に高精度で行わな
ければならない。もし人間が、ある１個の細胞に関する情報を取得して正確に判断を下す
という作業を行うならば、場合によっては数時間もの時間を要することになる。この作業
には非常に手間がかかる上に、過誤も避けられない。たとえ人為的過誤の問題が解決され
たとしても、この作業が自動化されていない場合に、処置対象者はその長時間の作業が行
われる間じっと動かずにいることに耐えられるものではない。処置対象者が身体を僅かに
動かしただけでも、解析対象の領域を数ミリ秒以上の長さに亘って追跡し続けるという作
業は非常に困難なものとなる。解析作業と処置作業とは共にリアルタイムで行われる。
【００５０】
　また画像情報は、目で見る画像としての重要度よりも、数値情報としての重要度の方が
更に大きい。ＭＲＩシステムにおいては、画像情報を数値情報として取得した数学上の空
間（ｋ空間）に対して変換処理を行い、それを目で見るピクセル情報に変換している。こ
の変換処理のための演算の過程で、誤差が入り込む可能性がある。更に、こうして画像情
報を目で見る画像の形とした後にも、更に、その画像を読影する人間の視覚的及び心理的
な制約がその画像情報に影響を及ぼす。これに対して、自動化作業は、客観性を有し、再
現性を有し、作業速度が高速であり、正確度が高く、信頼性が高い。これらの特性は、プ
ロシージャの開始後に行わねばならない様々な作業にとって、単に非常に望ましいという
ことにとどまらず、必須の特性であるといえるものである。記述のごとく、図２は本発明
の好適な実施の形態を示したシステムブロック図であり、同図には、システムを自動化し
て、処置対象者により効果的に処置を施せるようにするための様々な構成要素が示されて
いる。
【００５１】
　発生させるエネルギビームに関する上の説明では、放射線ビームを発生させる場合につ
いて述べた。本発明の好適な実施の形態にとって、放射線ビームを使用することは論理的
に妥当性のある選択であるが、ただし、エネルギビームとして放射線ビームを使用するこ
とは唯一の選択肢ではなく、実際の用途によっては、放射線ビームを使用することが最善
の選択とはならないこともある。本発明におけるアーキテクチャは、人体の組織を透過す
ることのできるエネルギビームでありさえすれば、いかなる種類のエネルギビームを用い
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ても機能し得るものである。本発明の様々な好適な実施の形態のうちには、電波ビームを
使用するもの、超音波ビームを使用するもの、それに更にその他のエネルギビームを使用
ものがある。本発明には、様々な波長及び様々なエネルギレベルの電磁波ビーム（フォト
ンビーム）及び機械波ビーム（超音波ビーム）を用いることができる。電離放射線ビーム
には、かなり大きな副作用があり、リスクがある。また、放射線ビームは、たとえそれが
低エネルギのものであっても、あらゆる用途において常に最善の選択肢となるものではな
い。その他のエネルギビームの方が、合焦性能、透過能力、エネルギ供給能力、安全性、
破壊能力、及び／または、副作用の点でより優れていることもある。
【００５２】
　本発明の好適な実施の形態のうちの１つに、最小の副作用で最大の効果が得られるエネ
ルギビームを選択するという判断基準に基づいて、複数の放射線ビームを組合せて用いる
ようにしたものがある。また、好適な実施の形態のうちの１つに、細胞膜を破壊するだけ
で、或いは、細胞内小器官を不活性化するだけで、細胞を殺すようにしたものがある。ま
た、好適な実施の形態のうちの１つに、上で言及したように、細胞を自己崩壊させること
によって、細胞がみずから溶解するようにしたものがある。細胞膜を破壊する方法では、
その破壊後に残った細胞構成物質が崩壊して行く際に感染が生じるおそれがある。組織を
除去する方法では、傷痕組織が形成されるおそれがある。それらに対して、細胞がみずか
ら溶解した後の細胞構成物質はより容易に吸収されて、体内で再利用されるか或いは体外
へ排出される。放射線の照射は、細胞膜を分解し或いは崩壊させて、最終的に細胞膜を破
壊するように作用する。本発明によって複数本のエネルギビームを制御して、それらエネ
ルギビームを互いに交差させて合焦させることによって、特に、細胞内小器官（リソソー
ムやミトコンドリアなど）または細胞液を加熱し、それによって細胞内小器官を不活性化
して細胞死を引き起こすようにしたものもある。またこれと同様に、本発明の好適な実施
の形態のうちには、超音波ビームを用いてリソソームなどの細胞構成要素を振動させ、し
かもそれを十分に高いエネルギレベルで行うことによって細胞死に至らせることができる
ようにしたものもある。エネルギビームのエネルギレベルを決定するについては、副作用
の大きさとの兼ね合いを考慮する必要があり、ここでいう副作用の大きさとは、使用する
特定の種類のエネルギビームが、標的に達するまでの経路上及び標的を抜けた後の経路上
に存在する組織に及ぼすダメージの大きさである。使用するエネルギビームがマイクロ波
ビームであって、標的細胞が体内深部（身体表面から３～４ｃｍ以上の深部）にある場合
には、その標的細胞に到達できるだけの透過能力を持つようにマイクロ波ビームのエネル
ギ強度を決定したならば、身体表面のビーム入射領域にダメージを及ぼすことが避けられ
ないほど大きなエネルギ強度になる。図１１に３本の効力曲線を示した。それらのうち曲
線Ａは、エネルギビームを３本使用し細胞内小器官にナノ粒子を付着させるようにした本
発明の実施の形態の効力を表した曲線である。この実施の形態を用いた場合には、標的領
域内の細胞死率は１００％になる。曲線Ｂは、エネルギビームを１本だけ使用し細胞内小
器官にナノ粒子を付着させるようにした本発明の実施の形態の効力を表した曲線である。
この実施の形態を用いた場合には、細胞死率は約５０％になり、曲線Ａと比べて細胞死率
が低下しているのはエネルギビームを１本しか使用しないことが制約となっているからで
ある。曲線Ｃは、従来の放射線治療の効率を表した曲線であり、この曲線Ｃを見れば分か
るように、ある種の状況下では、従来の放射線治療が、実は、人体に負の効力を及ぼす結
果となることがあり、癌を発生させることが知られている。曲線Ｃからは更に、効力がプ
ラトーに達していることが見て取れ、これは、標的領域ないし合焦点の周囲の健康組織に
関する細胞死によるものである。尚、以上の３本の効力曲線は、本発明の発明者が計算に
より求めた予測値であり、実験データに基づいたものではない。
【００５３】
　本発明の１つの好適な実施の形態に用いられるビーム発生器は、適用対象に応じて、複
数の種類のエネルギビームや、互いにビーム径の異なる複数本のエネルギビームを発生し
得るものである。複数の種類のエネルギビームは、最適の結果が得られるように、それら
を適宜切替えて使用することもでき、それらを適宜組合せて使用することもできるように
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してある。複数の種類のエネルギビームを併合して１本のエネルギビームにすることによ
り、目標とする効果を得るために必要とされるエネルギ量という点で、最善の結果を得る
ことができる。図１３に、その１つの具体例として、ビーム発生器装置と組合せて使用さ
れるＸ線ビームを示した。
【００５４】
　基本波に高調波を混入することによって、または、基本波を高調波で変調することによ
って、目標とする効果を得るために必要とされるエネルギ量を、更に低減することができ
る。その高調波を、細胞内小器官の中の分子の大きさ、細胞内小器官それ自体の大きさ、
または、細胞それ自体の大きさに適合したものとすることによって、エネルギ吸収速度を
高めることができ、それによって、必要とされるエネルギ量を低減することができる。身
体組織を透過することのできるエネルギビームの波長は非常に短い（必要とされる高調波
の波長より更に短い）ため、エネルギビームの発射動作を変調することによって高調波を
得るようにするとよい。高調波を使用することによって、細胞内小器官を標的として特定
することが非常に容易になり、それは、ビーム交差部を細胞内小器官に合焦させる必要が
なく、単に細胞小器官がビーム交差部の中に含まれるようにするだけでよいからである。
【００５５】
　エネルギビームのビーム径及びエネルギレベルは、画像形成にも関連している。当業者
には容易に理解されるように、一般的にＭＲＩ装置やＣＴ装置などの画像形成装置は、漂
遊エネルギの影響を非常に受け易い。Ｘ線はコンプトン散乱及びトムソン散乱を発生させ
るため、Ｘ線を照射しつつ同時に画像形成装置を稼働させることは困難である。Ｘ線によ
って発生する散乱の大部分はコンプトン散乱によるものであり、それゆえ画像の歪みの主
要原因を成しているのはコンプトン散乱である。コンプトン散乱では、フォトンがランダ
ムな方向に飛び出す。コンプトン散乱が発生するときには、先ず、フォトンが電子に衝突
して一時的に電子に吸収される。フォトンを吸収した電子は、原子から飛び出すか、また
は、より高位の電子殻へ遷移し、それによって、その電子が元々位置していた電子殻に空
位が生じる。より高位の電子殻の電子がその空位へ遷移する際に、ランダムな方向にフォ
トンを放出する。ランダムな方向に放出されたフォトンのうちには、センサアレイに作用
を及ぼすものもある。Ｘ線ビームのエネルギレベルを低下させることによって、また、そ
のビーム径を小さくすることによって、以上のようにして発生する散乱の散乱量を低減す
ることができる。即ち、単位時間あたりの入力フォトンの個数が減少するため、単位時間
あたりの散乱量も減少する。そして、画像情報を取得するために要する時間が一定である
ならば、単位時間当たりの散乱量が減少することによって画像の歪みが軽減される。
【００５６】
　身体組織へ打込まれるフォトンのエネルギレベルを低く設定することによっても、散乱
量を低減することができる。Ｘ線のフォトンは、そのエネルギレベルが１４．３２ＫｅＶ
のスレショルド値以下である場合には、Ｌ殻またはＭ殻の電子しか叩き出すことができな
い。より高位の電子殻からＬ殻またはＭ殻へ電子が遷移するときに放出されるフォトンの
エネルギは非常に小さく、そのためそのフォトンの身体組織を透過する能力は弱い。これ
に加えて、そのような電子の遷移が発生する確率も小さく、従ってそのようなフォトンの
発生頻度も少ない。従って、そのようにして発生してセンサアレイに到達するフォトンは
極めて少ない。ただし本出願人は、Ｘ線ビームを使用する本発明の実施の形態を、そのエ
ネルギレベルが１４．３２ＫｅＶ以下のものだけに限定するものではない。本出願人がこ
こで示唆しているのは、エネルギビームのエネルギレベルを低く設定することによって散
乱量を低減することができ、その結果として画像の歪みを低減できるという利点が得られ
るということである。このように、散乱量及び画像の歪みは、入射するフォトンのエネル
ギレベルに関係している。その関係は線形関係ではないが、ただしその関係が存在してい
るということは、本発明に用いるエネルギビームに関して、そのフォトンの最適エネルギ
レベルが存在することを意味している。尚、最適エネルギレベルを決定するための判断基
準としては、これ以外に、身体組織の透過能力や、患者及び医療従事者に対するリスクも
考慮する必要がある。
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【００５７】
　図１４～図１９は、本発明の好適な実施の形態における標的特定のための作業、並びに
エネルギビームの照準合わせのための作業に関連した特徴を説明するための図である。当
業者には周知のごとく、「標的特定（targeting）」とは標的細胞を選択することであり
、「照準合わせ（aiming）」とはその標的細胞にエネルギを供給するためにエネルギビー
ムを案内することである。標的特定のためには、事前スキャンと、リアルタイムスキャン
とを必要としている。事前スキャンによって、フィードフォワード制御に必要な数学モデ
ルを自動的に作成するモデル作成プロセスに必要な情報と、医師が入力操作をするグラフ
ィカルユーザインターフェース（ＧＵＩ）画面に表示するための情報が得られる。医師は
このＧＵＩ画面において、標的を選択し、パラメータの値の初期設定を行う。初期設定を
行うパラメータの値は、システムが動作することのできる空間の境界を規定するものであ
る。事前スキャンにおいては、標的計算コンピュータが標的の候補を特定してＧＵＩに表
示し、医師はそこに表示された標的の候補のうちから、最終的に標的とすべき対象を選択
することができる。
【００５８】
　エネルギビームの照準合わせに用いるフィードバック制御ループは、画像情報取得シス
テムから供給される画像情報を利用するものとすることが好ましい。その場合に、標準的
な画像形成装置のうちでも例えばＭＲＩ装置などは、そのままでは画像にエネルギビーム
が映し出されないため、何らかの改変を加える必要がある。また、ビーム発生器が発生す
るエネルギビームがトレーサ成分（付加的な波長成分）を含むようにすることによって、
画像にエネルギビームが映し出されるようにするという方法もある。一方、使用するエネ
ルギビームが高エネルギＸ線ビームであって、しかも画像形成装置としてＣＴ装置または
ＰＥＴ装置を使用する場合には、改変を加えるまでもなく、その高エネルギＸ線ビームは
コンプトン散乱及び／または光電散乱によって画像に映し出される。図１４～図１９は、
本発明の好適な実施の形態における制御シーケンスの具体例を説明するために、その制御
シーケンスにおける時系列に従った６つの画像フレームを示した図である。この制御シー
ケンスは、ビーム発生器を標的領域に対して初期照準合わせしたときの誤差に対処するた
めに、フィードフォワード制御とともにフィードバック誤差信号の値に基づいて、エネル
ギビームの位置を調節し、最終的にエネルギビームの位置を標的領域に収束させるもので
あり、エネルギビームの位置が収束したならば、エネルギビームのパルスを発射して標的
細胞を破壊する。更に詳しく説明すると、図１４には、本発明に用いられている画像形成
装置の画面に表示された、標的領域に関するフルフレームの視界及びサブフレームの視界
が示されている。図中の参照符号「ａ１」、「ａ２」、「ｂ１」、「ｂ２」、「ｃ１」、
「ｃ２」、「ｄ１」、「ｄ２」、「ｅｘ」、「ｅｙ」、「ｆｘ」、「ｆｙ」、「ｇｘ」、
及び「ｇｙ」は、３本のエネルギビームＡ１、Ａ２、及びＡ３が、標的「Ｔ」に収束して
いないために発生しているフィードバック誤差信号を表している。これらの参照符号にお
いて、例えば文字「ａ」及び「ｂ」は、ロボットアームの位置誤差を表しており、文字「
ｃ」及び「ｄ」はガントリテーブルの位置誤差を表しており、文字「ｅ」、「ｆ」、及び
「ｇ」は最終的な照準合わせ誤差を表している。参照符号によって表される誤差とともに
フィードフォワード制御を用いることにより、エネルギビームを標的領域に収束させるこ
とができ、収束後にエネルギビームのパルスを標的「Ｔ」へ発射したときには、標的領域
の周囲の健康な組織が破壊されることなく、標的細胞だけが破壊される。図１５には、特
定の標的「Ｔ」と、この標的「Ｔ」の周囲にあるエネルギビームＡ１、Ａ２、及びＡ３の
位置とが示されている。図を見れば明らかなように、図１５に示した段階では、まだ３本
のエネルギビームＡ１、Ａ２、及びＡ３は標的領域Ｔに収束していない。続いて、３本の
エネルギビームＡ１、Ａ２、及びＡ３と標的領域Ｔとの間の夫々の間隔を算出し、それら
算出値に基づいて、複数のビーム発生器の夫々に装備されているビーム偏向機構を操作す
る。図１５は、３本のエネルギビームＡ１、Ａ２、及びＡ３に対する標的領域「Ｔ」の位
置関係を例示したものである。図１５を見れば分かるように、夫々のビーム偏向機構がエ
ネルギビームＡ１、Ａ２、及びＡ３を標的「Ｔ」に近付けるように移動させることによっ
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て、それらエネルギビームＡ１、Ａ２、及びＡ３と標的領域Ｔとの間隔は次第に小さくな
って行く。図１６に例示したのは、３本のエネルギビームＡ１、Ａ２、及びＡ３が標的「
Ｔ」に収束して全ての誤差が許容レベル範囲内に入るまでの、その手前の段階である。図
１７に例示したのは、３本のエネルギビームＡ１、Ａ２、及びＡ３が標的「Ｔ」に収束し
た段階である。図１８に例示したのは、３本のエネルギビームＡ１、Ａ２、及びＡ３が標
的「Ｔ」に収束した後に、エネルギビームのパルスを発射して細胞を破壊している段階で
ある。図１９に例示したのは、標的が破壊されたことをシステムが検証している段階であ
る。
【００５９】
　標的と非標的との差別化について：標的と非標的とを判別するためには、標的細胞と非
標的細胞との差違を明瞭にする差別化を施すことが、即ち、数学的ないし制御的に差違を
明瞭にすることが重要な課題となる。またこのことは、標的細胞とエネルギビームの影響
を受け易い非標的細胞（例えば神経細胞など）とが、互いに近接して位置しているときに
特に重要である。標的細胞の見た目及び／または反応が非標的細胞の反応と大きく異なる
ようにすることも容易ではない。差別化のための可能な方法としては、例えば以下に列挙
する方法などがある。１）標的細胞にナノ粒子を付着させることによって、標的細胞を細
胞死に至らせるために必要なエネルギ量を低減し、もって、標的細胞が選択されていない
がエネルギビームの影響を受ける領域及びその近傍にエネルギ量の余裕分を設定する方法
。この方法については後に更に詳細に説明する。２）標的物質ないし標的細胞をマーカー
染料で染色する方法。３）制御ルールの中に標的物質と非標的物質との差違を明瞭にする
数学的アルゴリズムを組込む方法。この方法についても後に更に詳細に説明する。尚、本
発明の好適な実施の形態においてエネルギビームのビーム径を非常に小さなものとしてい
ることも、また、本発明の好適な実施の形態における制御アーキテクチャも、標的細胞だ
けを確実に破壊するための手段であるといえる。
【００６０】
　放熱について：体内での放熱が問題となることがあり、特に、ある領域に集中的に大量
のエネルギを注入することが必要とされるような用途ではこのことが重要になる。１つの
好適な実施の形態に係るシステムでは、不都合な熱の蓄積を回避するために、エネルギ供
給量を自動的に最適化して、所望の効果を得るのに必要とされる最小限度のエネルギ量し
か供給しないようにしている。また、このエネルギ供給量の自動的な最適化は、フィード
フォワード制御において自動的に数学モデルを作成する過程の一部として実行するように
している。ミトコンドリアやリソソームなどの細胞内小器官を破壊するために必要なエネ
ルギ量は通常十分に小さく、そのため、それらを破壊する処置に伴って発生する熱は、人
体に元々備わっているシステムによって容易に自然放散される。処置の種類によっては補
助的な冷却を必要とするものもあり、その場合の補助的な冷却は例えば吸熱性のＩＶない
し冷却したＩＶなどを用いて行われる。標的を分散させることによって特定の領域に集中
して過大なエネルギが放出されるのを回避するという方法もある。また、最も簡明な解決
方法は、人体の備わっている自然放熱の能力に適合するまで、システムの動作速度を低下
させるという方法である。ただし、この方法が有効である用途もあるが、用途によっては
処置時間が長くなりすぎるため、この方法を採用できない場合もある。
【００６１】
　ミトコンドリアやリソソームなどの細胞内小器官を利用して細胞を溶解させる方法につ
いて：リソソームの持つ細胞を溶解させる能力を利用することで、より少ないエネルギを
使用するだけで細胞死に至らせることができる。ただしその場合に多少やっかいであるの
は、単にリソソームを破壊しただけではこの方法は機能しないことであり、なぜならば、
リソソーム内の酵素が活性化するためには、低ｐＨレベルであることが必要とされるから
である。細胞内の通常のｐＨレベルは高い。リソソームに関連した１つの方策として、ミ
トコンドリアを攻撃するのもよい。ミトコンドリアに十分なダメージを与えれば、それに
よって細胞が消化される過程が開始される。実際に、ミトコンドリアを破壊することによ
って細胞を殺すことができ、それによって細胞は分解し、単なる細胞構成物質の混合体に
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なる。いかなる種類の細胞内小器官であれ、細胞内に存在するその細胞内小器官の全ても
しくは大部分を破壊すれば、それによって細胞死に至らせることができる。
【００６２】
　ミトコンドリアを標的化するための好適な方法の１つに、金ナノ粒子または炭素ナノ粒
子に標的化剤を付着させたものを使用するという方法がある。そのような方法の一例とし
て、ナノ粒子にペプチドを付着させて、そのナノ粒子がある種の細胞のミトコンドリアを
追い求めて付着するようにする方法がある。またそのような方法の別の一例として、ナノ
粒子にモノクローナル抗体を付着させて、そのナノ粒子が特定の種類の細胞（標的細胞）
のもとへ行くようにすると共に、更にペプチド鎖を付着させて、そのナノ粒子がその標的
細胞のミトコンドリアの細孔に入り込むようにし、そして、エネルギビームを用いてその
ナノ粒子を活性化することによってミトコンドリアを破壊し、アポトーシスを開始させ、
細胞を破壊するという方法がある。また、ナノ粒子にモノクローナル抗体を付着させる代
わりに、アプタマーを付着させるという方法もある。アプタマーとしては、ＤＮＡまたは
ＲＮＡのオリゴヌクレオチドや、修飾されたＤＮＡまたはＲＮＡのオリゴヌクレオチドな
どがある。そのようなアプタマーは、長さが短く（ヌクレオチド１０個分～１５個分の長
さである）、特定のタンパク質に対して特異的に結合する。これまでに約２００種類のア
プタマーが特定されている。それらのうちには、肝癌細胞（ヘパトーマ）に特異的に結合
することが確かめられているものがある。また、ヘパトーマに特異的に結合するアプタマ
ーとして特定されているもののうちには、通常は胎児にのみ発現するＰＤＧＦα（血小板
由来増殖因子α受容体）を認識して結合するものがある。本発明の好適な実施の形態の１
つに、このアプタマーを付着させたナノ粒子を用いて、肝癌細胞を標的化するようにした
ものがある。また別のアプタマーとして、前立腺特異的膜抗原を認識するといわれている
ものもある。或いはまた、Eyetech, Inc社が開発した、ＶＥＧＦに対するアプタマー剤で
あるMacugen（登録商標）を使用するのもよい。ＶＥＧＦは腫瘍において過剰発現するも
のであり、これは、腫瘍が血管新生を必要としていることによるものである
【００６３】
　ナノ粒子は、ペプチド、抗体、抗体断片、ないしはアプタマーを付着させることによっ
て、病的細胞を標的化することのできる標識となる。ナノ粒子は更に、ミトコンドリア標
的化ペプチドを付着させることによって、標的細胞内に入った後にミトコンドリアの細孔
の中へ入り込むようにすることができる。ナノ粒子は、ミトコンドリアの細孔より僅かに
大きいため、細孔に入り込んだならば、その細孔にぴったりと嵌合する。続いて、フォト
ンによってそのナノ粒子を活性化すると、そのナノ粒子がミトコンドリア膜に孔を開ける
ため、その孔から「シトクロムｃ」が漏出する。こうして「シトクロムｃ」が細胞質の中
へ漏出することによって、アポトーシス（細胞の自殺過程）の引金が引かれ、細胞がみず
から分解し始める。本発明に使用することのできるナノ粒子には、例えば、金粒子、炭素
粒子、鉄粒子、磁性材料粒子、複合金属材料粒子、チューブ状粒子、ボール状粒子、バブ
ル状粒子、スプリング状粒子、コイル状粒子、ロッド状粒子、それに、それらが組合わさ
った粒子などがある。
【００６４】
　ビーム径及び波長が屈折に及ぼす影響について：高エネルギＸ線ビームは、通常、互い
に密度の異なる２種類の物質の間の境界面を通過する際に、何ら影響を受けないエネルギ
ビームとしてモデル化されている。しかしながら、このようなモデルが妥当性を有するの
は、Ｘ線ビームのビーム径が大きく、実際には発生している小さな屈折が、そのビーム径
より小さい場合に限られる。ビーム径及び標的寸法が（本発明のように）小さくなると、
その小さな屈折が無視できないものとなる。即ち、屈折が非常に小さくても、その屈折に
よってビームが移動してしまうのである。標的は非常に小さく、また望ましいビーム交差
部の寸法も同じように小さいため、小さな屈折といえども無視することはできない。
【００６５】
　波長が短くなるほど屈折は小さくなる。このことは虹を見れば即座に理解できることで
あり、また、屈折が回折による場合もそのようになる。波長がゼロに近付くにつれて屈折
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もゼロに近付く。そのため、異なる波長どうしは互いに分離され、夫々に異なった経路を
たどることになる。それが偏光であるならば、虹色を呈することになる。それが非偏光Ｘ
線でしかも非コヒーレントなＸ線であるならば、一見してランダムなように見える散乱が
発生する（ただし散乱角は小さい）。また、それが超音波であるならば、分散が発生し、
移相が発生し、更には波長の変化も発生する。エネルギビームに発生する変化を予測可能
にするには、そのエネルギビームを改良しておく必要がある。エネルギビームがＸ線ビー
ムであるならば、導波管を用いる公知の方法によって、それをコヒーレントなビームにす
ることができる。そのためには、そのＸ線ビームのビーム径に適合した断面寸法を有し、
導波長さが僅か３フィート（約９０ｃｍ）程度の直線導波管を用いればよく、それによっ
て所望の結果を得ることができる。更にその導波管に、低エネルギのフォトンを吸収する
フィルタを付加すると共に、Ｘ線源としてエネルギ上限値を超えないＸ線を射出するよう
なＸ線源（例えばＸ線管）を使用することにより、高度の均質性を備えたＸ線ビームを得
ることができる。また、更に高い精度が得られる別の方法として、Ｘ線ビーム（例えばラ
イナックで発生させたＸ線ビーム）を偏向させることによって、そのＸ線ビームに含まれ
る様々な波長のうちのただ１つの波長だけを導波管へ入射させるという方法もある。
【００６６】
　ビーム経路の選択、ビーム発生器の移動操作、患者の移動操作について：互いに直交す
る３本のエネルギビームを使用し、それらエネルギビームの交差部が画像形成システムの
アクティブ領域に位置するようにしてある本発明の好適な実施の形態を用いるならば、ビ
ーム発生器の移動操作は、精密照準合わせ機構による移動操作が可能な範囲内に位置付け
るための移動操作だけでよく、その範囲を超えて移動操作する必要はない。患者の位置を
移動操作するためにＭＲＩ装置に備えられているガントリテーブル機構は、処置を施すた
めに患者を適切な位置に移動させるのに必要な全ての自由度である６つの自由度を備えて
いる。しかしながら、処置を施す身体の部分によっては、互いに直交する３本のエネルギ
ビームが夫々に標的に至る経路を最適経路とすることができないこともある。１つの好適
な実施の形態においては、全てのビーム経路を最適化するために、少なくとも２台のビー
ム発生器を、６つの移動自由度を備えたものとする必要がある。どのビーム径路を選択す
れば最適ビーム経路となり得るかの判断は、エネルギビームの影響を受けやすい組織を損
傷させないようにすること、複雑な形状のエネルギビームにとって障害物となる部分を回
避すること、それに、所望の結果を達成するために必要なエネルギビームによって供給す
るエネルギ総量をできる限り抑えるようにすることを考慮して決められる。
【００６７】
　ビーム経路の偏向量などの諸量の算出：本発明の好適な実施の形態の一部に、フィード
フォワード制御量、ビーム径路、ビーム偏向量、吸収量、減衰量、散乱量、及びそれらの
結果としてのロボット式駆動機構の制御量を事前算出するということがある。事前算出す
る、ロボット式駆動機構の様々な構成要素に必要とされる、移動量、トルクの大きさ、及
びモータ電流の大きさは、ビーム径路、ビーム偏向量、吸収量、減衰量、及び散乱量の関
数である。事前算出しておいた移動量に、フィードバック制御が更に組合わさることによ
って、ビーム交差部を標的に高い精度と高い正確度をもって定位することが可能となって
いる。
【００６８】
　特異点について：特異点というのは、数学的に不定であるために制御上の問題となる動
作点のことである。特異点が発生するのは通常、自動化された演算処理においてゼロで除
する除算が行われたとき、または、演算処理の結果、解が複数存在したときである。本発
明の好適な実施の形態は、本来的に特異点を生じる性質を備えたものである。特異点の問
題を解決する方法としては、幾つかの方法が考えられる。それらのうちの１つは、標準移
動量及び標準移動経路として夫々複数通りの移動量び移動経路を定め、それらの間に一意
の優先順位を付しておくというものである。即ち、初めて標的へ接近するときに用いる標
準移動経路と、２度目、３度目、４度目、…に標的へ接近するときに用いる標準移動経路
とを異ならせる。更に、そのような標準移動経路が、標準移動量を含んでいるようにして
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もよく、以上によって殆どの特異点を除去することができる。
【００６９】
　図３及び図４に関連して上で述べたように、ビーム経路を選定するための演算は、標的
の周囲の組織の中に存在している障害物、その組織の中における距離、及び、その組織の
中における密度から算出する演算である。ここでいう障害部分には、ビームの影響を受け
易いためにビーム経路が避けなければならない部分の組織も含まれる。障害部分の距離及
び密度は周知であり、通常のヒトの身体（変形または損傷のない）についてのパラメータ
の範囲内であり、患者の事前スキャンによって迅速且つ容易に検証される。この知識ベー
スに基づいて計画プロセス及び標的化プロセスにおける演算時間を短縮することができる
。ある密度の組織の中を進行してきたビームがそれと異なる密度の組織へ入る遷移点ごと
に屈折角を算出し、その屈折角は、標的から手前と向こうとの両方向に有効である。屈折
は複数箇所で発生することがあり、その場合にはビーム径路は複雑なものとなる。このプ
ロセスを簡明にして特異点を低減または消滅させるには、身体の個々の領域にある標的ご
とに、夫々の種別のプロシージャに対応した標準ビーム径路を用いるとよい。ビーム径路
の選定という目的のための体内に必要とされる領域の合計個数は、現時点では定かでない
が、おそらく１００個を超えると思われる。標準ビーム径路は、患者の特定の用途ごとに
自動的に適合させるための許容誤差と共に定義される。
【００７０】
　骨及び組織の密度の算出について：事前スキャンにおいては骨及び組織の密度の算出も
行われ、それらの算出値は標的特定及びビーム径路選定に用いられる。画像形成システム
によっては、密度情報が得られるようにするために何らかの適合を施さねばならないもの
もある。場合によっては、システムに更にセンサを追加して、そのセンサからシステムに
入力を取り込むことが必要なこともある。年齢、性別、それに健康上の問題点などをシス
テムに入力して利用することによって、プロセスを迅速化し、また、密度の値を求めるた
めの演算負荷を低減することができる。更に、ＣＴスキャン装置やＰＥＴスキャン装置を
用いることにより、密度に関する有用な情報を得ることができ、なぜならば、骨に関して
は（骨以外の組織についても多少は）、そこに含まれる分子の個数が密度の指標となるか
らである。
【００７１】
　入射部位の形状単純化（浸漬、ジェルの塗布）について：超音波ビームでは（或いはそ
の他のエネルギビームでも）、それを超ナロービームとして用いる場合には、身体の入射
部位の表面に形状単純化を施すことが必要なことがある。それは、皮膚の表面の形状が凹
凸のある不規則形状であると、それによって予測不可能な大きな屈折が発生する可能性が
あるからである。このような身体の表面の形状に由来する誤差導入原因の多くは、皮膚の
表面に塗布剤を塗布することによって、或いは、身体を水中に浸漬することによって、低
減ないし解消できることができる。塗布剤や水の密度は皮膚の密度と同程度であるため、
塗布剤または水と皮膚との境界面の形状が不規則形状であっても、エネルギビームは、そ
の境界面を通過する際に全くもしくは極めて小さな屈折しか発生しないのである。
【００７２】
　エネルギの種類と速度について：ある密度を有する物質の中を、超音波、マイクロ波、
及び放射線が夫々に進行する速度は既知であり、また、その速度は互いに異なっている。
互いに異なった種類のエネルギビームを組合せて用いる複合ビーム方式とする場合には、
段階的発射方式とすることが必要なことがある。この段階的発射方式とは、互いに異なる
種類のエネルギビームが所望の時刻に所望の順序で標的に達するようにする方式である。
これに関しては、例えば、ある種類のエネルギビームが標的に到達する時刻より僅かに先
行して、或いはその時刻より僅かに遅れて、別の種類のエネルギビームが標的に到達する
ようにすることが望ましいこともあれば、全ての種類のエネルギビームが同時に標的に到
達することによって、それらエネルギビームの合計エネルギレベルがスレショルド値を超
えるようにすることが最善であることもある。種類の異なったエネルギビームが標的に順
次到着するようにした好適な実施の形態によって期待できる効果は、順次到達する複数種
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類のエネルギビームの夫々のエネルギレベルのスレショルド値をより低く設定できること
である。例えば、最初に放射線ビームで細胞膜を弱らせ、続いて、マイクロ波ビームで加
熱して細胞を膨張させ、続いて、弱った細胞を超音波ビームで振動させて速やかに破壊す
るようにすれば、それらエネルギビームのスレショルド値をより低く設定することができ
る。一方、種類の異なったエネルギビームが標的に同時に到達する方式によって期待でき
る効果は、所望の作用を発生させるために必要とされる合計エネルギレベルのスレショル
ド値を短時間で超えられることである。
【００７３】
　速度差を利用してビーム交差部を形成することについて：同一種類のエネルギビームで
あっても、そのエネルギビームがその中を透過して進行する物質が異なれば進行速度は異
なる。これとは逆に、単一種類の物質の中を互いに種類の異なるエネルギビームが互いに
異なる進行速度で進行する場合には、更に複雑なことになる。例えば、その中を通過する
物質がいかなるものであっても、超音波ビームの進行速度は常に放射線ビームの進行速度
よりはるかに遅い。これに加えて更に、超音波ビームは、その中を透過して進行する物質
が異なれば、その進行速度も異なったものとなる。
【００７４】
　本発明の好適な実施の形態では、このようなエネルギビームの進行速度の相違には、フ
ィードフォワード制御のためのモデル作成を行う過程で対処するようにしている。ただし
本発明は、このようなエネルギビームの進行速度の相違を利用して、単一のビーム発生器
から射出される互いに異なるエネルギビームどうしを交差させてビーム交差部を形成する
ようなものとすることも可能である。これを実現するには、進行速度の遅い種類のエネル
ギビームを先に発射し、進行速度の速い種類のエネルギビームを後から発射して、標的上
で進行速度の遅いエネルギビームに進行速度の早いエネルギビームが追い付き、それによ
り、複数のエネルギビームが集まったバーストとして、高エネルギのビーム交差部が形成
されるようにすればよい。
【００７５】
　腫瘍の密度を利用して標的特定及び照準合わせを行うことについて：一般的に腫瘍細胞
ないし癌細胞の密度特性は、健康な正常細胞の密度特性とは異なっている。そこで、この
密度特性の相違を利用して、標的特定及び標的破壊を容易化することができる。即ち、エ
ネルギビームの吸収率が異なるために画像コントラストが発生し、このことは、本発明の
好適な実施の形態において利用することのできる有用な特性である。更に、エネルギレベ
ルをフィードバック制御するためのフィードバックループを本発明において利用するよう
にすれば、組織の密度に対してエネルギビームをの照準合わせを行うことも可能であり、
それによって照準合わせの作業を大いに改善することができ、ひいては正確度及び／また
は動作速度が改善される。
【００７６】
　画像形成装置によるエネルギビームの位置の継続的な監視は、そのエネルギビームがイ
オンを含んでいると行いやすく、なぜならば、荷電粒子の電荷それ自体も、またその電荷
の運動によって発生する電磁界も、磁気共鳴装置に用いられている検出器にとっては検出
可能なものだからである。ただし、荷電粒子が検出器を通過する際に発生する磁界によっ
て、画像の歪み即ち干渉が発生する。この画像の歪みは、数学的処理によって補償するこ
とができ、また、例えば画像間の減算処理や画像の一部除去などのその他の処理によって
も補償することができる。
【００７７】
　更に、イオンを含むエネルギビームは、そのような２本のビームが互いに近接している
と、そのことによって生じるビーム径路の偏向が複雑なものとなり、そのことが制御シス
テムにとってはやっかいな問題となる。同種電荷の荷電粒子どうしは反発し合い、異種電
荷の荷電粒子どうしは引き合う。エネルギビームが体内に進入した後にまで荷電粒子がそ
のビーム中に残っている場合には、そのような反発力ないし引力がビーム経路に影響を及
ぼすことになる。
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【００７８】
　デジタル化方式（演算解析よりも視覚解析を優先させる方式）－ＭＲＩ装置のアーキテ
クチャに施す改変について：可能最善の画像解像度を達成し、且つ、画像ジッタを回避す
るためには、フレームグラビング方式ではなく、ダイレクトデジタイゼーション方式を採
用する必要がある。ソースデータを標準ビデオ信号（ＲＳ１７０）に変換した後にフレー
ムグラバ及びデジタイザを使用すると、それによって誤差が入り込み、情報が失われるこ
とになる。本発明のシステムパフォーマンスを改善するためには、ダイレクトデジタイゼ
ーションを行えるように、画像形成装置のハードウェアに対して、コンフィギュレーショ
ンの変更を施すか、ないしは、そのハードウェア自体に改変を施す必要がある。
【００７９】
　波の弱め合いと強め合いについて：使用するエネルギビームが、連続した均一なエネル
ギ波のビームとしてモデル化し得るものである場合には、そのエネルギ波の移相制御が重
要であることは、考えるまでもなく理解されることである。この移相制御は、ビーム交差
部において最大エネルギが放出されるようにするために必要なものである。当業者には容
易に理解されるように、標的位置へのエネルギ供給を最適化するためには、この移相制御
を非常に高い精度で行う必要がある。ただし、移相制御が意味を持つのは、使用する複数
本のエネルギビームの軸心が同軸的関係にあるか、或いは、それらエネルギビームの軸心
どうしのオフセット角が小さいかの、いずれかの場合だけである。エネルギビームの軸心
どうしのオフセット角が大きくなるにつれて、移相制御の効果は小さくなり、そのオフセ
ット角が９０度になれば効果はゼロになる。オフセット角が９０度のときには、移相とは
無関係に、ビーム交差部のどの部分にも、完全に足し合わせとなる領域と、完全な相殺と
なる領域とが存在することになる。
【００８０】
　一方、使用する複数本のエネルギビームが、電子と衝突するサブ原子粒子（フォトン）
のビームとしてモデル化することが妥当なものである場合には、結論は上と異なるものと
なる。ビーム交差部において単なるエネルギビームどうしの足し合せとなることの合理性
は明瞭である。実際に、周知の方法でＸ線を原子に作用させて調べると、ビーム交差部に
おいて弱め合いは殆ど若しくは全く発生していないことが分かる。ビーム交差部における
エネルギの放出は、コンプトン効果及びトムソン効果によるものである。またそれらに加
えて更に、高エネルギのフォトンどうしの衝突が発生する可能性もあり、その場合には、
その衝突によってもエネルギが放出される。
【００８１】
　図８Ａ、図８Ｂ、及び図１０は、標的細胞を破壊するために２つのビーム発生器から射
出されたエネルギ波を示した図である。当業者であれば、エネルギ波の特性、並びに、ビ
ーム交差部におけるエネルギ波どうしの強め合いについては、既に理解しているはずであ
り、それらを考えれば、標的細胞に対するそれらエネルギ波の作用についても明瞭に理解
されるはずである。例えば、図８Ａ及び図８Ｂは、ビーム交差部の内部でのエネルギ波の
強め合いについて説明した図である。図８Ａの左側に示したように、２つのエネルギ波の
各々が単独で存在するとき、それらの振幅は「ｘ」であり、波長は「ｙ」である。それら
２つのエネルギ波が互いに同位相で重なり合うと、振幅は「２ｘ」となり、波長は「ｙ」
のままである。一方、図８Ｂに示したように、ビーム交差部で、それら２つのエネルギ波
が互いに位相がずれた状態で重なり合うと、エネルギ波２、３によってエネルギ波１が形
成される。図１０に示したのは磁界と電界とから成る電磁波であり、図中にはこの電磁波
の波長と伝搬方向を併せて記入してある。図１０に示した電磁波は、１個の波の開始点か
ら強度が上昇して行き終了点ヘ向かって強度が減少して行っている。最も重要なことは、
図１０から明らかなように、ビーム交差部においては磁界と電界の両方が強め合うという
ことである。
【００８２】
　合焦点の集中について：もしエネルギの発射と発射との間に処置対象者も移動させず、
ビーム発生器も移動させなかったならば、処置対象者の身体のビーム発生器に最も近接し
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た部分の表面に合焦点の集中が発生する。同一の標的に対してエネルギの発射を複数回に
亘って行う必要があり、しかも、エネルギの発射と発射との間に実行される精密照準合わ
せの際に、１つまたは２つの角度の調節しか行われない場合には、実際にこの合焦点の集
中が発生する。またその場合に、合焦点が集中する領域の形状は、標的の最外周を囲繞す
る円を底面とし、ビーム発生器の端を頂点とする円錐形となる。この円錐形の切断面（こ
の切断面は様々なビーム径路から成る）は、ビーム発生器に近付くほど小さくなり、その
ため、身体の表面において集中は最大となる。図４に示したように、患者ないしガントリ
テーブルを僅かに移動させるだけで、ビーム径路を十分に変化させることができれば、そ
れによって、この合焦点の集中に関する問題は回避することができる。
【００８３】
　エネルギレベルのスレショルド値に関する考慮事項について：図５は、既述のごとく、
複数本の電離放射線ビームを使用したときの合焦点における幾つかのパラメータの概略予
測値を示した図である。例えば、エネルギ量、エネルギ勾配、細胞のエネルギ吸収量、及
び細胞死率は、４本のビームを使用したときに最も大きくなっている。電子顕微鏡の場合
と同様に、合焦点におけるエネルギ集中度を高めることによって、合焦点に存在する細胞
からの放出を発生させることができる。その放出を計測して解析することによって、画像
情報を補強することができ、ひいてはシステムの制御機能及び標的特定機能を向上させる
ことができる。
【００８４】
　細胞にダメージを与えるために必要とされる最小限度のエネルギ吸収量をｚとし、人体
への入射点におけるビームの強度ないし吸収量をｙとし、標的におけるビームの強度ない
し吸収量をｘとし、ビームの本数をｗとするならば、、
　１／ｗ・ｚ＜ｘ＜ｙ＜ｚ
となる。
【００８５】
　エネルギ吸収速度を算出する際には、エネルギ勾配も考慮しなければならない。エネル
ギレベルが高いほどエネルギ吸収速度が高速となると考えられ、それゆえ、ビーム交差部
の外部でのエネルギ吸収速度よりも、ビーム交差部の内部でのエネルギ吸収速度の方が大
きくなり、どれほど大きくなるかは、エネルギビームの本数に応じて決まる。ビーム交差
部の外部でのエネルギ吸収速度をｍとし、ビーム交差部の内部でのエネルギ吸収速度をｎ
とし、エネルギビームの本数をｗとするならば、
　ｗ・ｍ＜ｎ
となる。
【００８６】
　エネルギレベルのスレショルド値を低く設定できることについて：本発明においては、
細胞を破壊するために有用な細胞それ自体の特性を利用するという方式を用いることで、
エネルギレベルのスレショルド値を低く設定しようとするものである。この方式を用いる
ことによって達成される、細胞の破壊に必要とされるエネルギ量の低減の程度は、細胞全
体に対するミトコンドリアまたはリソソームの体積割合が５％以下の場合に、約１００分
の１になると予測される。またこの方式では、実際に細胞を破壊しているのはエネルギビ
ームから供給されるエネルギではなく、細胞中の酵素である。
【００８７】
　制御アーキテクチャ（図１４～図１９）について：フィードフォワード制御である。本
発明に用いるフィードフォワード制御の好適な実施の形態では、プロセスの物理特性を表
すパラメータとして、標的位置と、標的特定のためのランドマークと、標的寸法と、標的
上の最適ビーム径と、標的から逆算したビーム径路と、回折角と、屈折角と、ビーム散乱
量と、標的上の必要ビーム強度と、ビーム径路上の吸収率及び減衰率と、個々のビーム経
路上のエネルギ損失と、必要初期ビーム強度と、ビーム発生器上の必要ビーム径と、必要
ビーム本数と、ガントリロボット位置と、個々のビーム発生器に対応したロボットアーム
位置と、６自由度の予測される移動と、処置対象者の移動範囲と、処置対象者の移動サイ
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クルと、移相量と、ビーム発射順序とを事前算出するようにしている。このフィードフォ
ワード制御における具体的な制御動作は、これら全てのパラメータに基づいて決定される
ものである。
【００８８】
　ロボット式駆動機構は、複数の静止位置の各々において自己キャリブレーション方式で
再キャリブレーションを実行し、この再キャリブレーションは処置対象者の体内の静的ま
たは準静的な複数のランドマークに基づいて行われる。更に、標的またはエネルギビーム
が視界の外へ移動してしまった場合にも、ロボット式駆動システムは自動的に再キャリブ
レーションを実行し、そしてフィードバック入力が失われた位置から再始動する。
【００８９】
　フィードバック制御と精密照準合わせについて：フィードバックループは画像形成装置
のサブフレームから収集されるデジタル情報に基づいて動作する。サブフレームからは、
標的近傍の小さな領域についての情報が得られる。サブフレームの大きさは、標的とフィ
ードフォワード制御によって照準合わせされた複数本のエネルギビームとが、確実にこの
サブフレームの中に位置することができるだけの大きさがあればよい。標的とそれらエネ
ルギビームとがサブフレームの中に位置したならば、そこからフィードバックループによ
る制御を開始してエネルギビームの精密照準合わせを行い、それによって、それらエネル
ギビームビームを標的の内部のビーム交差部目標位置に収束させる。
【００９０】
　この多段階式の照準合わせ方式を有効に機能させる上で、ロボット式駆動機構に要求さ
れる精度は、標的に対する相対的な静止位置を約１００～２００μｍの許容誤差の範囲内
で保持することのできる精度である。これに関して、１つの好適な実施の形態では、ロボ
ット式駆動機構それ自体が、画像形成装置から得られるフィードバック信号に基づいたフ
ィードバック制御を行うことによって、この許容誤差の基準に適合するようにしている。
ただし、この許容誤差の値を、移動サイクル中にシーケンシャルに変化させるようにして
もよい。即ち、移動サイクル中の、本発明がバーストの発射に取りかかる１つまたは２つ
の時点でのみ、そのとき静止しているロボット式駆動機構がこの許容誤差の中に収まって
いるようにしてもよい。尚、この方法を用いる場合には、その移動サイクルに合わせて、
画像形成フェーズと制御フェーズとを適宜切替えることが必要になる。
【００９１】
　ロボット式駆動機構が実行する照準合わせの目的は、標的及び全てのエネルギビームを
サブフレームの視界の中心から４００～５００μｍ以内に位置付けることにある。サブフ
レームの視界の大きさが４ｍｍ平方であれば、このように位置付けることによって、それ
に続いて実行される精密照準合わせ制御において、標的の位置に対する夫々のエネルギビ
ームの位置を誤差として測定することのできる適当な広さのスペースが確保される。そし
て、そのように測定された夫々のエネルギビームの位置の誤差の値が、フィードバックル
ープの制御ルールへの入力として用いられる。
【００９２】
　フィードバックループの制御ルールは、入力されたそれら誤差の値を、精密照準合わせ
機構を制御するための夫々の制御信号に変換する。例えば、その精密照準合わせ機構が、
電磁石で発生させた磁界によってエネルギビームを偏向させる機構である場合には、制御
ルールは、それら誤差の値に対応した大きさの夫々の電流を発生させる。それら電流で精
密照準合わせ機構が駆動されることによって、エネルギビームが所望の偏向量だけ偏向さ
せられる。
【００９３】
　精密照準合わせのための制御ルールのゲインは、比例動作を考慮して可変的に自動で調
節される。即ち、サブフレームの視界の中での個々のエネルギビームの移動量が、精密照
準合わせ機構の磁界変化量に比例したものとなることは当然であるが、ただし両者の関係
は必ずしも正比例関係となるとは限らない。精密照準合わせ機構において発生したエネル
ギビームの偏向量が同じであっても、そのエネルギビームが標的に到達するまでに透過し
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て行かねばならない媒体が異なれば、サブフレームの視界の中での個々のエネルギビーム
の移動量は、多少なりとも異なったものとならざるを得ない。例えば、図４に示したよう
に、腱または骨のすぐ横をかすめて透過しているエネルギビームは、精密照準合わせによ
って移動させられて、それまで透過していた媒体とは異なる媒体に接触し、或いはその異
なる媒体の中を透過するようになったならば、それによって、そのエネルギビームの偏向
パターンは急変することになる。ただしその場合であってもなお、サブフレームの視界の
中でのそのエネルギビームの位置は、精密照準合わせ機構による制御の連続関数となる。
従って、精密照準合わせ機構による制御とエネルギビームの移動量とが正比例関係になく
ても、エネルギビームの移動量は測定可能であり、それゆえ、エネルギビームの移動量を
制御ルールに適切に組込むことによって、所要の精度を達成することができる（ただし、
エネルギビームを所望の偏向量だけ偏向させることができるように、精密照準合わせ機構
が十分な感度をもってエネルギビームを移動させることができるものである必要がある）
。尚、フィードバック制御の一部として、移相量を調節するための制御を組込むことが必
要となることもある。
【００９４】
　画像を用いた制御について：サブフレームの画像を用いて制御を行うようにしているの
は、本発明の好適な実施の形態に必要とされる高速の動作速度と高い精度とを共に実現す
るためである。それらを共に実現できるのは、センサアレイの全体のうちの小さな部分だ
けを最大限の精度で処理するようにしているからである。１枚の画像の全体に対応したセ
ンサアレイの全体の大きさは４０ｃｍ平方～６０ｃｍ平方であるのに対して、フィードバ
ック制御のための処理対象となるサブフレームに対応した部分の大きさは約３ｍｍ平方～
４ｍｍ平方である。センサアレイを構成している個々のセンサにより収集される個々のピ
クセルについての基本情報は、センサアレイの大きな部分に亘って分布している。そのた
め、サブフレームに関連した全ての有用情報を収集するには、直感的に考える大きさより
もはるかに大きなセンサアレイの一部分だけを処理する部分的処理が必要とされている。
【００９５】
　ロボット式駆動機構の安定条件について：このシステムは複数のロボット式駆動機構を
作動させているため、それらロボット式駆動機構の夫々に対応した座標系どうしが互いに
安定している必要があり、その安定度の許容誤差は、フィードバック制御ループが１サイ
クルの動作を行う間に生じる相対的なずれが約０．１μｍ以下になるようにするというも
のである。この設計基準は、フィードバック制御ループの動作速度に応じて決められる。
フィードバック制御ループの動作速度が高速になれば、この許容誤差を大きくすることが
できる。フィードバック制御ループの動作速度にとって制約要因となるのは、ＭＲＩ装置
のフレームレートである。文献に記載されているところによれば、高精度の画像が得られ
るＭＲＩ装置のフレームレートは毎秒約１０フレームである。ロボット式駆動機構のエン
ドエフェクタ（ビーム発生器）にジャイロスコープを装着することが、上記の設計基準を
達成する上で有効である場合がある。
【００９６】
　このシステムは、プロシージャの実行速度を向上させるために、エネルギビームのビー
ム径を変化させる機能を備えている。大きな細胞群を形成している多数の細胞を殲滅する
際には、ビーム径の大きなエネルギビームを使用すれば、より短時間で殲滅を完了するこ
とができる。小さな細胞群や個々の細胞を標的とする際には、ビーム径の小さなエネルギ
ビームを使用すればよい。
【００９７】
　このシステムは、個々の患者に合わせた初期設定を行う際に、医師が非常に多くのパラ
メータの値を入力する。そして、医師によって初期設定されたパラメータの範囲内でのみ
このシステムは動作する。ただし、このシステムが実行するプロセスは高度に自動化され
ており、一旦プロセスが開始されたならばその後は自動的に実行される。それゆえ、この
システムには、緊急停止ボタンなどのフェイルセーフ手段を組込んでおくとよい。
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